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第１編  開発許可制度の概要 
 

序章 

第１節 本基準の目的 

  本基準は、都市計画法第 32 条、33 条における技術的な取り扱い基準を定め、円滑な開

発許可制度の運用を図るものである。なお本基準は行政手続法第 5 条による審査基準と

して公表する。 

  また、『第 3 章 第 1 節 開発区域内の排水施設に関する基準』、『第 7 章 地盤の安全

等』については、都市計画法施行令第 36 条第 1項第 1 号イ、ロの許可基準としても位置

付ける。 

以下において都市計画法（昭和 43年法律第 100 号）、同法施行令（昭和 44年政令第 158

号）、同法施行規則（昭和 44 年建設省令第 49 号）を、それぞれ法、政令、省令という。 

 

 

第２節 開発許可制度の目的 

（１）都市周辺部における無秩序な市街化の防止（都市計画区域を計画的に市街化を促

進すべき市街化区域と原則として市街化を抑制すべき市街化調整区域に区分した

目的を担保すること） 
（２）良質な宅地水準の確保（公共施設や排水施設等必要な施設の整備の義務付け等） 
（３）都市計画区域の内外を問わず適正な土地利用の実現…都市計画区域外における開

発許可（1ha以上） 
 
 

第３節  開発許可制度の概要 
（１）開発許可の要否 

開発行為を行おうとする者は、次に掲げる場合を除き、市長の許可を受けなけれ

ばならない。 
       ①開発行為の規模が「許可不要の規模」に該当する場合 
       ②開発行為の目的が「許可不要の開発目的等」に該当する場合 
      なお、申請手続（申請書・添付図書等）は、開発許可申請の手引きのとおりであ

る。 
 

ア 開発許可の対象区分 

区 分 
開発許可関係 許可不要の開発目的等 

許可不要の 
規模 注1） 

立地 
基準 

 
 

都市計画 
区域 

市街化区域 1,000㎡未満  法第29条第1項第3～11号 

市街化調整区域 － 注2） 法第34条 法第29条第1項第2～11号 

都市計画 
区域外 その他の区域 1ha未満 

  注3） 
 

法第29条第2項第1～2号 

(法第29条第1項第3～4号、第9

～11号) 
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注1)法第29条第1項第1号・政令第19条 

注2)開発行為の規模が500㎡未満のものについては、法第43条第1項の建築許可で取

り扱う。 

注3)法第29条第2項・政令第22条の2 

 

イ ２つ以上の区域に跨がる場合の開発許可の扱い 

区域の種類 開発許可が必要なもの 

調整区域 市街化区域 

以下のいずれかに該当するもの 

①開発区域が1,000㎡以上のもの 

②開発区域のうち調整区域の部分が500㎡以上のもの 

調整区域 都市計画区域外 

以下のいずれかに該当するもの 

①開発区域が1ha以上のもの 

②開発区域のうち調整区域の部分が500㎡以上のもの 

都市計画区域外 市街化区域 

以下のいずれかに該当するもの 

①開発区域が1ha以上のもの 

②開発区域のうち市街化区域の部分が1,000㎡以上のもの 

 
ウ 浜松市の土地利用指導との関係 

浜松市では、市街化区域内2,000㎡以上、市街化調整区域内5,000㎡以上、都市

計画区域外2,000㎡以上の土地利用事業について、指導要綱である「浜松市土地利

用事業の適正化に関する指導要綱」に基づき、審査基準を設けて審査・指導して

いる。開発許可の諸申請は、同要綱に基づく手続きの後に進める。 
 

（２）宅地造成及び特定盛土等規制法の許可対象に該当する開発行為の取扱い 
宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「盛土規制法」という）における宅地造成

等工事規制区域内（特定盛土等規制区域内も同様）で行われる宅地造成又は特定盛

土等について、都市計画法第29条第1項又は第2項の開発行為の許可を受けたときは、

当該宅地造成又は特定盛土等に関する工事については、盛土規制法の許可を受けた

ものとみなされる（以下「みなし許可」という）ことから、別途に盛土規制法の許

可を受ける必要はない。 
また、都市計画法に基づく変更の許可又は軽微変更の届出、工事完了の届出、検

査済証についても同様に、盛土規制法における同手続としてみなされ、別途に手続

を行う必要はない。（盛土規制法第15条第2項 許可の特例、法第16条第5項 変更の許

可等、法17条第3項 完了検査等、特定盛土等規制区域については、盛土規制法第34
条第2項、第35条第5項、第36条第3項で同様に規定） 
なお、みなし許可となる工事であっても、以下の手続は都市計画法に基づくもの

とは別に、盛土規制法等に基づく申請等が必要となる。 
 
 ・中間検査の申請（盛土規制法第18条第1項、第37条第1項） 

     ・定期の報告（盛土規制法第 19 条第 1 項、第 38 条第 1 項）
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第４節 定義  

（１）建築物・建築 

   「建築物」とは、建築基準法第 2条第 1 号に定める建築物を、「建築」とは同条第 13
号に定める建築をいう。 

 
（２）特定工作物（第一種特定工作物・第二種特定工作物） 

「特定工作物」とは、コンクリートプラントその他、周辺の地域の環境の悪化をも

たらすおそれがある工作物又はゴルフコースや野球場等で 1ｈａ以上のものをいう。 
 

①第一種特定工作物 

ア コンクリートプラント：建築基準法別表第二（り）項第3号（十三の二）に定め

られている「レディミクストコンクリートの製造又はセメントの袋詰で出力の合

計が2．5キロワットをこえる原動機を使用するもの」の用途に供する工作物 
イ アスファルトプラント：建築基準法別表第二（ぬ）項第1号（二十一）に定めら

れている「アスファルト、コールタール、木タール、石油蒸溜産物又はその残り

かすを原料とする製造」の用途に供する工作物 

ウ クラッシャープラント：建築基準法別表第二（り）項第3号（十三）に定められ

ている「鉱物、岩石、土砂、コンクリート、アスファルト・コンクリート、硫黄、

金属、ガラス、れんが、陶磁器、骨又は貝殻の粉砕で原動機を使用するもの」の

用途に供する工作物 
エ 危険物貯蔵・処理施設 

注１）公益事業等に係る施設を除く。 
注２）危険物の取扱い数量の多寡は問わない。 

②第二種特定工作物（１ha以上） 

   ア ゴルフコース 
注１）1ha未満のミニゴルフコースは第二種特定工作物であるゴルフコースに該

当しない。 
   イ 運動・レジャー施設 

注１）通常、観光植物園、サーキット等は第二種特定工作物に該当するが、キ

ャンプ場、ピクニック緑地、スキー場、マリーナ等は該当しない。 
注２）運動、レジャー以外の目的で設置される施設である工作物（博物館法に

よる博物館とされる動植物園の工作物等）は、第二種特定工作物に該当

しない。 
注３）工作物及び構造物等の設置を伴わないモトクロス場は第二種特定工作物

に該当しない。（建築物を建築する場合は開発行為に該当） 
注４）打席が建築物でないゴルフの打放し練習場で1ha以上のものは、運動・レ

ジャー施設として第二種特定工作物に該当するが、打席が建築物である

ゴルフの打放し練習場は、第二種特定工作物に該当しない。（主として建

築物を建築することを目的とする開発行為に該当） 
    ウ 墓園
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（３）開発行為 

【関係法令】法第 4条第 12 項 
  建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行なう土地の区画・形質の

変更を行なうものを開発行為という。 
開発行為を行なう土地の面積の合計が市街化区域の場合1,000㎡以上、市街化調整区

域の場合500㎡以上、都市計画区域外の場合10,000㎡以上のものは開発許可を要する。 

 
  ①区画の変更 

       道路等の整備（建築基準法第42条に位置付けられる道路の築造（道路法による道

路管理者行為を除く）及び複数の建物敷地の利用のために側溝・見切工・舗装等を

施工し道路形状とする行為）、公道等の廃止、付替による土地の物理的状況の区分の

変更をいい、分合筆のような権利区分の変更は、開発行為には該当しない。 
       土地の分割又は土地の増加の事例としては、次の事例が考えられるが、例１は、

道路を築造した上で建築物等の敷地として分割する行為であり、開発行為に該当す

る。 
       例２は、単に宅地の権利区分の変更であり区画の変更として取扱わず、従って開

発行為に該当しない。 
 
 例１ 開発行為に該当する土地の分割 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

建築敷地として分割する。 

新しく道路を築造する 

 
旗竿形状で敷地分割し、敷地の竿部分
側溝や舗装等により道路形状（※）とするもの 

境界杭 

＜開発行為となる＞ ＜開発行為にはあたらない＞ 
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側溝 

※道路形状となるもの 
①側溝を作るもの            ②以下の舗装をするもの 

 
 
 
 
 

 

この場合、舗装の有無及び舗装材を問わない。       

 
 
例２ 区画の変更の対象とならない土地の分割 
 

 
 
 
 
 

 
 

位置指定道路を廃止することに伴う区画の変更について、道路位置指定を受けた対

象区域内における区画の変更は、開発許可を要する区画の変更としては、取り扱わな

い。 
 

  ②形質の変更 

      形質の変更とは、土地の形状又は性質の変更をいう。 
ア 形状の変更 

「形状の変更」とは、一定基準を超えるの切土、盛土を行なうことをいう。 
開発行為として捉える数値基準 

Ⅰ  高さ50cmを超える盛土 
Ⅱ  高さ1mを超える切土 
Ⅲ  盛土と切土を同時に施工する場合、それぞれの平均高さの合計が1ｍを超 

えるもの。 
なお、開発許可を要するか否か判断する場合、形状の変更が伴う部分のみを対

象とする。 
 
イ  性質の変更 

       「性質の変更」とは、宅地以外の土地を宅地として利用することをいう。 
農地、山林等の宅地化はもとより、屋外駐車場・資材置き場等、建築敷地に供

されていない土地（雑種地等）の宅地化も性質の変更に該当する。 
ただし、過去に土地区画整理事業が行なわれた土地については、既に宅地へ性

質の変更が終了しているものとし、現在地目が宅地以外の土地の宅地化であって

も、性質の変更には該当しない。 
また、市街化区域においては、土地登記事項証明書の地目を第一資料とする。 
市街化調整区域における線引前宅地以外の土地において、都市計画法第29条、

第43条の許可及び都市計画法第29条第1項第2号、第3号手続きを廃止した場合

所有権利区画線 

・アスファルト 

・ＩＬＢ 

・化粧石 
の べた敷き 

境界杭 
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については、地目が宅地であっても、質の変更済み地としては、取り扱わない。
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③一体開発 

同一の開発事業者若しくは工事施行者が連続する土地 注 1）で同時に開発行為を行

う場合、又は同一土地所有者地内の連続する土地で同時に開発行為を行う場合、一体

開発として取り扱う。 
ただし、開発事業者若しくは工事施行者が同一又は同一の土地所有者地内であり、

工事施行時期が近接しており、かつ連続する 3,000 ㎡以上の土地で開発行為を行う場

合、一体開発として取り扱う。 
また、工事施行時期が近接しており、公共公益施設の一体的利用がある場合、一体

開発として取り扱う。 
注 1）『連続する土地』…隣接する土地は元より、道路を挟んだ土地、についても『連

続する土地』となる。 
ア 工事施行時期について 

先行する開発行為の完了前に行う開発行為の場合は同時と判断する。 
先行する開発行為の完了日 注 2）から 1年以内に行う開発行為の場合は近接

と判断する。 
注 2）完了日とは 

Ⅰ 開発行為の許可については開発許可の完了公告日 
Ⅱ 建築基準法第 42 条第 1 項第 5 号に基づく道路位置指定については、道

路位置指定の公告日 
Ⅲ 建築行為のみの場合については、建築基準法第 7 条第 5項に基づく検査

済証の交付日 
イ 開発事業者、工事施行者、土地所有者（開発事業者等）の同一性について 

開発事業者が同一、若しくは実質的に同一 注 3）である場合 
注 3）実質的に同一とは 

Ⅰ 所在地が同一若しくは役員が重複している法人又はグループ企業等で

ある場合 
Ⅱ 個人、法人を問わず客観的に判断して同一と認められる場合 

なお、土地の所有者については申請前 1年間の所有者を判断の対象とする。 
ウ 公共公益施設の一体性について 

先行する開発行為や道路位置指定等で整備された公共公益施設（道路、排水

施設等）との接続、又は当該公共公益施設の共用等、一体性があると判断でき

る場合は、一体開発として取扱う。 
エ その他 

工事施行時期が近接していない場合にあっても、土地の分譲を業として行う

者が連続する自己所有地（取得地）を複数回に分けて造成・分譲を行う行為は、
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社会通念上一体開発と解するため、事業者について、また土地の取得経緯につ

いてを勘案して総合的に判断する。 
土地の利用目的、物理的形状等からみて一体と認められる土地は、一体開発

として取り扱う。 
開発事業者等の同一性及び公共施設の一体性のいずれも有しない場合は、一

体開発として取扱わない。 

市街化調整区域における法第 34 条第 11 号該当以外の開発行為で区画の変更

及び形状の変更に該当しないものは、土地所有者の同一性を問わない。 
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【参考】一体開発となる例------------------------------------------------------------------------------------ 
 
 
 
 
 
 
 
 

※区域 A、Bとも区画形質の変更有。 

同一開発事業者若しくは工事施行者が区域 A 及び

区域 B で同時に開発行為を行う場合、又は同一土地

所有者地内である区域 A 及び区域 B で同時に開発行

為を行う場合          

 
＜道路を挟んでいる場合＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 

※区域 A、Bとも区画形質の変更有。 

 

同一開発事業者若しくは工事施行者が区域 A 及び

道路対側地の区域 B で同時に開発行為を行う場合、

又は同一土地所有者地内である区域 A 及び道路体側

地の区域 B で同時に開発行為を行う場合 

 
＜3,000 ㎡以上の開発＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
※区域 A、B、Cとも区画形質の変更有。 

 

開発事業者若しくは工事施行者が同一である場合

又は同一の土地所有者地内で開発行為を行う場合で

あり、工事施行時期が近接しており、かつ連続する

3,000 ㎡以上の土地で開発行為を行う場合（区域と区

域の間に道路を挟んでいる場合も同様） 

 
＜同一土地所有者地内における開発＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
※区域 A、Cとも区画形質の変更有。 

 

同一の土地所有者地内（区域Ａ，区域Ｂ及びＣ）

の区域Ａと区域Ｃで同時に開発行為を行う場合 
（開発事業者、工事施行者が異なっていても一体開

発として取り扱う） 
（区域 A 及び区域 C の合計面積が 3,000 ㎡以上の場

合、工事施行時期が近接していれば、一体開発とし

て取り扱う） 

区域Ａ 区域Ｂ 

600 ㎡ 600 ㎡ 

区域Ａ 

600 ㎡ 

区域Ｂ 

600 ㎡ 

区域Ａ 区域Ｂ 区域Ｃ 

1000 ㎡ 1000 ㎡ 1000 ㎡ 

区域Ａ 区域Ｂ 区域Ｃ 

600 ㎡ 600 ㎡ 
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＜公共公益施設の一体性＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 

※区域 A、Bとも区画形質の変更有。 

 

区域Ａと区域Ｂで開発行為を行うもので、工事施

行時期が近接しており、公共公益施設を一体的に利

用する場合。 
（開発区域の面積に応じ、調整池、公園等の設置義

務が生じる。） 
（開発事業者、工事施行者又は土地所有者が異なっ

ていても一体開発として取り扱う） 

 

 

（４）開発の目的 

     開発行為の目的は、「自己の居住用」、「自己の業務用」、「その他」に区分されている。

この目的により、「技術基準の適用の区分」、「立地基準の適用の有無」、「開発行為等

許可申請手数料」等が定められている。 
 

①自己の居住用 

      「自己の居住の用に供する」とは、開発行為を施行するものが自らの生活の本拠と

して使用することをいう趣旨であるので、当然自然人に限られることとなり、会社が

従業員宿舎の建設のために行う開発行為、組合が組合員に譲渡することを目的とする

住宅の建設のために行う開発行為は、これに該当しない。 
 

②自己の業務用 

      「自己の業務の用に供する」とは、当該建築物内において継続的に自己の業務に係

る経済活動が行われることであり、住宅を含まないので、分譲又は賃貸のための住宅

の建設又は宅地の造成のための開発行為は該当しない。また貸事務所、貸店舗等も該

当しない。 
例：ホテル、旅館、結婚式場、工場、中小企業等協同組合が設置する組合員の事業に

供する協同施設、企業の従業員のための福利厚生施設等 
 

③その他（非自己用） 

     上記に該当しないもの。 
         例：宅地分譲、賃貸住宅、建売住宅、寮、社宅、寄宿舎、貸店舗、貸事務所、貸倉庫、 

別荘、墓園等、入所系社会福祉施設 
 
 

区域Ａ 区域Ｂ 

1000 ㎡ 1000 ㎡ 
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第５節 公共施設の管理者の同意等 

【関係法令】法第 32 条第 1 項、第 2 項 

開発許可を申請しようとする者は、あらかじめ開発行為に関係がある既存の公共施

設 ※１）の管理者と協議し、その同意を得なければならない。また、開発行為又は

開発行為に関する工事により設置される新たな公共施設 ※２）を管理することとな

る者と協議しなければならない。 
開発区域内において公共施設を設置等する場合、若しくは区域外において公共施設

を改変する場合においては、その施行に掛かる工事費等の費用については、原則とし

て開発申請者の負担とする。 
 

 
【関係法令】法第 4条第 14 項、政令第 1 条の 2 

※１）「開発行為に関係がある公共施設」とは、開発区域内にある既存の公共施設の

ほか開発区域外にあって、開発区域に接続することとなる道路や、開発行為

の実施に伴って変更又は廃止されることとなる公共施設も含む。 
※２）「公共施設」とは、道路、公園、下水道、緑地、広場、河川、運河、水路及び

消防の用に供する貯水施設をいう。 
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第２編 技術基準 
はじめに 

１  技術基準の意義 

   ●優良な宅地水準の確保 

   ●公共施設の適正な管理…土地の帰属・管理協定の締結等 

【関係法令】法第 33 条第 1 項 
 

２ 技術基準の適用範囲 

この技術基準は、許可を要する開発行為のほか、法第 29 条第 1項第 3 号に規定する開
発許可を要さない開発行為についても準用するのが望ましい。  

  これらが許可不要とされているのは、開発行為の開発者が許可権者と同等又は準ずる
ものであることや、開発の目的が公益上必要なものであるということから、開発許可を経
なくても必然的に技術基準に適合した開発行為がなされるとされているためである。 

＜開発行為の目的及び規模による技術基準の適用区分＞ 

〇印：適用 ◆印：工事内容が盛土規制法の許可を要する規模の場合は適用 ×印：不適用 

開発行為の目的 
技術基準 

建築物 第一種特定工作物 第二種特定工作物 
その他 自己用 その他 自己用 その他 自己用 

1 用途地域への適合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
2 道路、公園等の空地 

○ 居住用× 
業務用○ ○  

 ○ ○ 

3 排水施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
4 給水施設 

○ 居住用× 
業務用○ ○ ○ ○ ○ 

5 地区計画等への適合 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
6 公共公益施設 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
7 地盤の安全等 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
8 開発不適区域の除外 

○ 居住用× 
業務用○ ○ ○ ○ ○ 

9 樹木・表土の保全 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
10 緩衝帯（1ha 以上） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
11 輸送の便（40ha 以上） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
12 申請者の資力・信用 

 ○ 
居住用◆ 

業務用 1ha 未満◆ 
業務用 1ha 以上○ 

○ 1ha 未満◆ 
1ha 以上○ ○ 1ha 未満◆ 

1ha 以上○ 

13 工事施行者の能力 
 ○ 

居住用◆ 

業務用 1ha 未満◆ 
業務用 1ha 以上○ 

○ 
1ha 未満◆ 

1ha 以上○ 
○ 

1ha 未満◆ 

1ha 以上○ 

14 権利者同意 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

３ 再資源材利用の推進 

循環型社会の構築の為、工事に使用する基礎工、下層路盤、表層工等にはそれぞれ

再生クラッシャーラン、再生路盤材、密粒度アスコン、溶融スラグ入り製品等の再生

材料の利用促進に取り組むこと。 
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４ 共通事項 

開発区域の周囲には、区域の明示及び雨水、土砂等の流出防止の観点から見切り等

の構造物を設置すること。その際車両等の出入りの無い部分については、道路面及び

区域内外の宅盤から 10cm 以上見切りを立ち上げる等により物理的に、車両の出入りが

できない構造や雨水、土砂が流出入しない構造とすること。特に道路の交差点部分に

おいては、敷地内に緑地を設置して出入りができない状態をより明確化すること。 

道路からの進入口については、車両の出入りの危険防止、歩行者等の通行性から縦断

勾配 1/15（約 6%）以下に抑えること。 

１つの開発区域内に複数の建築敷地が存する場合については、原則それぞれの敷地に

おいて技術基準（調整池、緑地等）を満たすものとする。ただし、市街化区域における

開発行為及び市街化調整区域における縁辺集落制度の共同住宅の開発行為において管

理主体が一体となるものについては、開発区域全体において技術基準を満たすものを可

とする。 
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第１章  用途地域等への適合 

 【関連法文】法第 33 条第 1 項第 1号 法第 34 条 

（１）用途地域などが定められている場合、予定建築物等の用途は、用途地域などの規制

に適合しなければならない。 

 

第 1 種低層住居専用地域 低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するために定め

る地域 
第 2 種低層住居専用地域 主として低層住宅に係る良好な住居の環境を保護するた

めに定める地域 

田園住居地域 
※浜松市内で指定された地区はありません 

農業の利便の増進を図りつつ、これと調和した低層住宅

に係る良好な住居の環境を保護するため定める地域 

第 1 種中高層住居専用地域 中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護するために定

める地域 

第 2 種中高層住居専用地域 主として中高層住宅に係る良好な住居の環境を保護する

ために定める地域 

第 1 種住居地域 住居の環境を保護するために定める地域 

第 2 種住居地域 主として住居の環境を保護するために定める地域 

準住居地域 道路の沿道としての地域の特性にふさわしい業務の利便

の増進を図りつつ、これと調和した住居の環境を保護す

るために定める地域 

近隣商業地域 近隣の住宅地の住民に対する日用品の供給を行うことを

主たる内容とする商業その他の業務の利便を増進するた

めに定める地域 

商業地域 主として商業その他の業務の利便を増進するために定め

る地域 

準工業地域 主として環境の悪化をもたらすおそれのない工業の利便

を増進するために定める地域 

工業地域 主として工業の利便を増進するために定める地域 

工業専用地域 工業の利便を増進するために定める地域 

建築基準法や都市計画法では田園住居地域は準住居地域と近隣商業地域の間に記載されていますが、建

築基準法の制限内容から、第 2 種低層住居地域と第 1 種中高層住居専用地域の間に記載しています。 
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《参考》用途地域による建築物の用途制限の概要            (令和５年 4 月)  

用途地域内の建築物の用途制限 
   ●  建てられる用途 
      建てられない用途 
① ,②,③,④,⑤,▲,■ 面積、階数等の制限あり 

第
一
種
低
層
住
居
専
用
地
域 

第
二
種
低
層
住
居
専
用
地
域 

田
園
住
居
地
域
※ 

第
一
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域 

第
二
種
中
高
層
住
居
専
用
地
域 

第
一
種
住
居
地
域 

第
二
種
住
居
地
域 

準
住
居
地
域 

近
隣
商
業
地
域 

商
業
地
域 

準
工
業
地
域 

工
業
地
域 

工
業
専
用
地
域 

備 考 
※浜松市内に田園住居地域

に指定された地区はあり

ません 

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●   
兼用住宅で非住宅部分の床面積が、50 ㎡以下かつ建築物の延べ面
積の 2 分の 1 以下のもの ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  非住宅部分の用途制限あり 
大規模集客施設 10,000 ㎡を超えるもの 
劇場､映画館､演芸場､観覧場､店舗､飲食店､展示場､遊技場､勝馬投票券
発売所､場外車券売場､場外船券売場 

  
 

     ● ●   
 

準工業地域は特別用途地区で規制 

店 
 

舗 
 

等 

店舗等の床面積が 150 ㎡以下のもの  ① ① ② ③ ● ● ● ● ● ● ● ④ ①日用品販売店舗、喫茶店、理髪
店、建具屋及び学習塾等のサー
ビス業用店舗のみ。2 階以下 

②①に加えて、物品販売店舗、飲
食店、損保代理店・銀行の支店・
宅建取引業等のサービス業用店
舗のみ。2 階以下 

③2 階以下 
④物品販売店舗、飲食店を除く 
⑤10,000 ㎡以下(集客施設) 
■農産物直売所、農家レストラン

等のみ。2 階以下 

店舗等の床面積が 150 ㎡を越え 500 ㎡以下のもの   ■ ② ③ ● ● ● ● ● ● ● ④ 

店舗等の床面積が 500 ㎡を越え 1,500 ㎡以下のもの     ③ ● ● ● ● ● ● ● ④ 

店舗等の床面積が 1,500 ㎡を越え 3,000 ㎡以下のもの      ● ● ● ● ● ● ● ④ 

店舗等の床面積が 3,000 ㎡を越えるもの       ⑤ ⑤ ● ● ⑤ ⑤ ④ 

事
務
所
等 

事務所等の床面積が 1,500 ㎡以下のもの     ▲ ● ● ● ● ● ● ● ● 
▲2 階以下 事務所等の床面積が 1,500 ㎡を越え 3,000 ㎡以下のもの      ● ● ● ● ● ● ● ● 

事務所等の床面積が 3,000 ㎡を越えるもの       ● ● ● ● ● ● ● 
ホテル、旅館      ▲ ● ● ● ● ●   ▲3,000 ㎡以下 

遊

戯

施

設

・

風

俗

施

設

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ場､ｽｹｰﾄ場､水泳場､ｺﾞﾙﾌ練習場､ﾊﾞｯﾃｨﾝｸﾞ練習場      ▲ ● ● ● ● ● ●  ▲3,000 ㎡以下 

カラオケボックス等       ① ① ● ● ① ① ① ①10,000 ㎡以下(集客施設) 

麻雀屋､パチンコ屋､射的場､馬券･車券発売所等       ① ① ● ● ① ①  ①10,000 ㎡以下(集客施設) 

劇場､映画館､演芸場､観覧場、ナイトクラブ等        ① ● ● ②   ①200 ㎡未満 
②10,000 ㎡以下(集客施設) 

キャバレー､料理店等､個室付浴場等          ● ▲   ▲個室付浴場を除く 
公

共

施

設

・

病

院

・

学

校

等

幼稚園､小学校､中学校､高等学校 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●    

大学､高等専門学校､専修学校等    ● ● ● ● ● ● ● ●    

図書館等 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●   

巡査派出所､一定規模以下の郵便局等 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

神社､寺院､教会等 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

病院    ● ● ● ● ● ● ● ●    

公衆浴場､診療所､保育所等 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●  

老人ホーム､身体障害者福祉ホーム等 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●   

老人福祉センター､児童厚生施設等 ▲ ▲ ▲ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ▲600 ㎡以下 

自動車教習所      ▲ ● ● ● ● ● ● ● ▲3,000 ㎡以下 

工
場
・
倉
庫
等 

 

単独車庫(付属車庫を除く)    ▲ ▲ ▲ ▲ ● ● ● ● ● ● ▲300 ㎡以下 2 階以下 

建築物付属自動車車庫 
①②③については、建築物の延べ面積の 1／2 以下かつ備
考欄に記載の制限 

① ① ① ② ② ③ ③ ● ● ● ● ● ● ①600 ㎡以下 1 階以下 
②3,000 ㎡以下 2 階以下 
③2 階以下 ※一団地の敷地内について別に制限あり 

倉庫業倉庫        ● ● ● ● ● ● ①1,500 ㎡以下 2 階以下 
②3,000 ㎡以下 
■農作物及び農業の生産資材を

所蔵するもの 自家用倉庫（単独のもの）   ■  ① ② ● ● ● ● ● ● ● 

畜舎(15 ㎡を超えるもの)      ▲ ● ● ● ● ● ● ● ▲3,000 ㎡以下 
パン屋､米屋､豆腐屋､菓子屋､洋服屋､畳屋､建具屋､自転車店
等で作業場の床面積が 50 ㎡以下  ▲ ▲ ▲ ▲ ● ● ● ● ● ● ● ● 原動機の制限あり ▲2 階以下 

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場   ■   ① ① ① ② ② ● ● ● 原動機・作業内容の制限あり 
作業場の床面積 
①50 ㎡以下 ②150 ㎡以下 
■農産物を生産、出荷、処理及

び貯蔵するもの 

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場         ② ② ● ● ● 

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場           ● ● ● 
危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれがある
工場            ● ●  

自動車修理工場      ① ① ② ③ ③ ● ● ● 原動機の制限あり 作業場の床面積 
①50 ㎡以下②150 ㎡以下③300 ㎡以下 

火薬､石油類､ガス等の 
危険物の貯蔵・処理の量 

量が非常に少ない施設     ① ② ● ● ● ● ● ● ● 

①1,500 ㎡以下 2 階以下 
②3,000 ㎡以下 

量が少ない施設         ● ● ● ● ● 
量がやや多い施設           ● ● ● 
量が多い施設            ● ● 

卸売市場､火葬場､と畜場､汚物処理場､ごみ焼却場 都市計画区域内においては都市計画決定が必要  

注）本表は建築基準法別表第二等の概要であり、他の法令等すべての制限について掲載したものではありません。 



 - 16 - 

 

（２）市街化調整区域においては、法第 29条第１項第 2号から第 11 号、法第 34条各号

のいずれかに該当しなければならない。この場合、本技術基準とは別に『市街化調

整区域における開発許可制度の運用基準』において、立地や道路等について基準が

定められている場合があるので注意が必要である。 
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第２章 道路、公園等の空地 

第１節  街区・区画等に関する基準 

（１）街区の形態等 

       環境の保全上、災害の防止上、通行の安全上又は事業活動の効率上、道路、公園

等の公共の用に供する空地が適当に配置されるように設計が定められる必要があり、   

このための街区の形態等の基準は概ね次のとおりとする。 

①街区の構成は、予定建築物等の用途並びにその敷地の規模及び配置を考慮し、

なるべく日照を阻害しない配置とすること。 

      ②住宅地における街区は、長辺 80ｍ以上 120ｍ以下、短辺 30ｍ以上 50ｍ以下を標

準とする。 

      ③街区を形成する宅地の形状は、ほぼ正方形に近い長方形が望ましく、南北方向

の辺を長くし、短辺と長辺の割合を２倍程度までとすること。 

 

（２）区画の面積 

      戸建て住宅の一区画の敷地面積の基準は次表のとおりとする。 

区域区分等 一区画の最低 

敷地面積 

備  考 

① 市街化区域の用途地域（②③を除く） 150 ㎡以上 注１) 建築基準法等で最

低敷地面積が定めら

れている場合には、

左記によらず厳しい

基準の側を採用す

る。 

② 
第一種風致地区 230 ㎡以上 

第二種風致地区 200 ㎡以上 

③ 第一種低層住居専用地域 180 ㎡以上 

④ 上記以外の地域 200 ㎡以上  

   注１）全区画のうち一区画については 140 ㎡以上とすることができる。 

 

（３）宅地分譲等の開発行為における敷地形状について 

     宅地分譲等の開発行為における宅地の形状は、原則として旗竿敷地とすることが

できない。 

ただし開発区域の形状などによりやむを得ない場合は、下記の基準により奥１宅

地分の旗竿敷地を認める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3m 以上 一宅地分 

Ａ 

×（不可） 
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【参考】敷地が道路に接する長さ（静岡県建築基準条例より） 

   ①静岡県建築基準条例（昭和 48 年条例第 17号）で、建築物の延床面積により、敷地

が道路に接する長さが規定されているので留意すること。 

建築物の延べ面積 

接道長さ 

 

 

(a) 

２路線以上に接道の場合 

１路線目

（※）(a1) 

その他路線 

(a2) 

1,000 ㎡を超え、1,500 ㎡以下のもの 6m 4m 3m 

1,500 ㎡を超え、3,000 ㎡以下のもの 8m 4m 4m 

3,000 ㎡を超えるもの 10m 4m 5m 

 

 

 

                                               

 

 

 

 

       

 

     

②路地状敷地のみで接道する特殊建築物の敷地の接道長さについて 

■特殊建築物とは…共同住宅、学校、病院、物販店舗、宿泊施設等 

特殊建築物となる 

用途の面積 
路地状部分の長さ（L） 接道長さ（a） 

200 ㎡を超え 

1000 ㎡以下のもの 

30m 以下 4m 

30m を超えるもの 6m 

1000 ㎡を超えるもの 30m を超えるもの ①の表内の※を 6m と読み替える。 

           

   

Ａ：特殊建築物に供する部分の床面積の合計 

                                               200 ㎡＜Ａ≦1，000 ㎡ 

                                                   Ｌ≦30ｍ     ａ≧４ｍ 

                                                   Ｌ＞30ｍ     ａ≧６ｍ 

                                                       ａ：路地状部分の幅 

                                                        L：路地状部分の長さ 

 

 

 

 

 

 

建築物 L 

a 

 
建築物 建築物 

ａ 

ａ2 

ａ1 
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第２節  道路等に関する基準 

（１）基本事項  

【関係法令】政令第25条第１号 

   ①宅地分譲の区域内道路は、通過交通の用に供されない位置とすること。ただし、やむを得ず

通過交通の用に供される道路を設置する場合は、歩車道分離等安全上支障がないよう計画す

ること。 

  ②予定建築物等の敷地の規模等により広幅員の道路を必要とする場合には、原則として、全体

計画の中で、交通上支障のない既存道路まで、同幅員の道路を築造すること。 

   ③幹線道路と区画道路の直結はできるだけ避け、交差点の数をなるべく少なくする。交差点間

隔は、原則として200ｍ以上とする。 

④開発区域内に設ける道路は、都市計画街路及び開発区域外の既存道路の機能を阻害するもの

でなく、かつ、それらと一体となって機能が有効に発揮されるものでなければならない。 

⑤大規模集客施設を目的とした開発行為や交差点付近での開発行為等、交通渋滞や交通安全上

の問題が発生するおそれがある場合は、道路管理者、公安委員会と協議して、右左折車線、

信号機、歩道、ガードレール等を必要に応じて設置しなければならない。 

開発行為による道路の改築等についても、下記の場合には公安委員会と協議が必要である。 

    ア 区画線を設け、道路の通行を禁止し又は制限する場合 

    イ 横断歩道橋を設ける場合 

    ウ 開発区域の取付道路として、既存の道路を改築する場合 

    エ 既存道路の交差点を改築する場合 

    オ その他道路管理者が公安委員会との協議を必要とした場合 

  

  

（２）開発区域の前面道路・区域内道路の基準(政令第25条第2号・第4号) 

①有効幅員 

道路幅員は、道路管理者の管理幅員、道路敷幅、現況幅員から総合的に判断し、原則その

有効に利用できる幅員とする。 

  ■有効に利用できる幅員 

        Ｕ型側溝の場合 
 
 
 
                            （車両通行可能 
                 な蓋あり）                             （蓋なし） 
       

   Ｌ型側溝の場合                           
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ガードレールのある場合 
 
 
 
 
                      （歩道） 
 
 
 
 
 
 
                      （水路） 
 
 
 
 
 
                   

  （法面） 
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②開発行為の前面道路 
【関係法令】政令第25条第2号 政令第25条第4号 省令第20条 

開発区域が接する道路（いわゆる前面道路）の幅員は、開発の目的・区域面積により異なる。 

法令に基づく幅員を次に示す。 

 

           開発敷地が接する道路の幅員（区域内道路がない場合） 
目  的 区域面積 幅員α 

住  宅 － 6.0m以上 

住宅以外 1,000㎡未満 6.0m以上 

1,000㎡以上 9.0m以上 

 

開発行為の区域内道路が接する道路の幅員 

目  的 幅員α 

住  宅 6.5m以上 

住宅以外 9.0m以上 

βはα’と同幅員以上の幅員でなければならない。 

 

上記に関わらず、前面道路の幅員については、以下の基準により取り扱う。 

ただし、市街化調整区域の場合、法第34条各号の立地基準に接道要件を規定している場合があ

るので留意すること。 

 

 

内   容  幅員(m) 

目的 
区 域 面 積 

現況幅員 

α 

道路後退

後α’ 
住

宅 
宅地分譲 

3,000㎡未満 4 6 

3,000㎡以上 6 － 

共同住宅 

3,000㎡未満 

かつ20戸未満 
4 6 

3,000㎡以上 

若しくは20戸以上 
6 - 

そ
の
他
用
途 

集客施設 

注１） 

10,000㎡未満 
6 

(※1) 

－ 

(※1) 

10,000㎡以上 9 － 

その他 

10,000㎡未満 6 
－ 

(※2) 

10,000㎡以上 9 － 

α、βは公道（建築基準法第42条第1項第1号道路）とする 

βはα’と同幅員以上の幅員でなければならない。 

 

上記の基準などにより道路後退が伴う場合、原則として、新しい官民境界沿いへ側溝を移設さ

せることや舗装などの必要な道路整備を行い、道路として道路管理者に帰属させること。 

 
開発区域 

β 

α α’ 

 
開発区域 

β 

α 
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（※1） 敷地拡大をする場合は、拡大後の敷地面積に対応する幅員以上の道路に接すること。 

 

（※2） その他用途の敷地拡大をして敷地面積が 10,000 ㎡を超える場合は、拡大敷地は 9ｍ以

上の道路に接するか、若しくは道路後退をし9ｍの道路幅員を確保すること。 

 

 

注１）集客施設に該当する用途及び道路後退後α’の幅員 

用  途 床 面 積 の 合 計 幅員 

劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集会場、展示

場、体育館、ボーリング場、水泳場、スポーツの練習場

又は遊技場及びこれらに類する用途 

300㎡を超え、1,000㎡以下のもの 6ｍ 

1,000㎡を超えるもの 8ｍ 

物品販売業を営む店舗及びこれに類する用途 
500㎡を超え、1,500㎡以下のもの 6ｍ 

1,500㎡を超えるもの 8ｍ 

○複合用途の場合は、開発区域の面積及び合計の床面積に対応する幅員以上であること。 

【例】 

 開発面積8,000㎡、映画館（床面積900㎡）＋物品販売店舗（床面積500㎡）の場合 

開発面積による必要現況幅員 6ｍ（敷地面積10,000㎡未満） 

建築物の合計床面積による道路後退後の幅員  

8ｍ（合計床面積1,400㎡（用途：映画館等）） 

 

 

 

●宅地分譲の開発行為の特例----------------------------------------------------- 

政令第25条第4号かっこ書の規定については次に示す場合について適用する。 

 

『3,000㎡以上10,000㎡未満の開発の特例』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4m以上 4m以上 

開発区域内を 
6mに片側拡幅 

6m 

6m以上 

35m以下 

＜開発区域から広幅員道路までの距離が小区間の場合＞ 

開発道路が 
行き止りでないこと 

5m以上 4m以上 6m 

開発区域内を 
6mに片側拡幅 

6m以上 6m以上 

＜広幅員道路が２線以上ある場合＞ 

開発道路が 
行き止りでないこと 
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③前面道路以外の開発区域周囲の道路の取扱い 

   住宅系用途（専用住宅、共同住宅）の開発行為においては、出入り口を設ける路線については

6ｍ以上に片側後退すること。ただし、現況で4ｍ未満の路線には周辺の道路状況により、危険が

生じる等、片側後退しても出入り口を設けることが出来ない場合があるため道路管理者と協議す

ること。 

その他用途の開発行為においての前面道路以外の路線への出入り口の設置については、有効幅

員6ｍ以上で、より広い路線へ通り抜ける公道にのみ設置を可とする。 

  擁壁などで宅地からの自動車の出入りを制限する路線については、道路後退を要さない。ただ

し建築基準法第42条第2項道路（4ｍ未満の道路）については、建築基準法による道路後退（道

路中心線から 2ｍ道路後退）をし、舗装などの必要な道路整備を行い、道路として道路管理者に

帰属させること。 

 

<住宅系用途> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜前面道路が２面道路であり、開発道路により通り抜けできる場合＞ 

6m以上 6m以上 

開発区域内を 
6mに片側拡幅 

6m 5m以上 5m以上 

4m以上 

開発区域内を 
6mに片側拡幅 

道路中心より 
 

4m以上 

２
項
道
路 

２
項
道
路or 

６
ｍ
未
満
の
道
路 

前面道路 

6m 
に片側拡幅 

4m以上 

を
制
限
す
る
路
線 

宅
地
か
ら
の
出
入
り 

を
す
る
路
線 

宅
地
か
ら
の
出
入

前面道路 

Ｐ 

Ｐ 

Ｐ 

Ｐ Ｐ 

Ｐ 

Ｐ 

Ｐ Ｐ 

Ｐ 

Ｐ 

Ｐ 
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<その他用途> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注意 出入口の設置が不可のケース 

 

 

 

 

 

 

 

6m以上 前面道路 

出
入
口
を
設
置
す
る
路
線 

対側より６m後退 

6m以上 前面道路 

６
ｍ
未
満
の
路
線 

6m以上 前面道路 

２
項
道
路 

6m以上 前面道路 

敷
地
か
ら
の
出
入
り
を 

制
限
す
る
路
線 

道路中心より 
片側2m後退 

対側より6ｍ後退を行っても開発地から交差点間が6m

未満の場合は出入り口の設置はできない。 
 

6m以上 前面道路 

６
ｍ
未
満
の
路
線 

6m以上 前面道路 
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④開発行為の区域内道路 

【関係法令】政令第25条第2号 、第5号、省令第24条 

開発区域内に新設される道路（いわゆる区域内道路）の幅員は、開発の目的・区域面積によ

り異なる。 

法令に基づく幅員を次に示す。 

目  的 建築敷地の面積 幅員 

住  宅 － 6m 

住宅以外 
1,000㎡未満 6m 

1,000㎡以上 9m 

幅員9m以上の道路については歩車道分離を原則とする。 
道路の形状は袋路状でないことを原則とする。 

 
上記に関わらず、区域内道路の幅員、形状については、以下の基準により取り扱う。 

 

●宅地分譲（住宅）の区域内道路----------------------------------------------------------- 

 

 

開発道路の延長(Ｌ) 開発道路の幅員 

１４０ｍ未満 ５ｍ以上 

１４０ｍ以上 ６ｍ以上 

  

                      αは開発区域3,000㎡未満の場合は4m以上 

開発区域3,000㎡以上の場合は6m以上 を原則とする。 

ただし、周囲の状況等やむを得ない場合については、開発

区域が接する部分において道路後退を行い車両通行の支障

とならない計画とすること。 

  

『複数箇所で前面道路に接する道路の基準』 

 

 

開発道路の延長(Ｌ) 開発道路の幅員 

１４０ｍ未満 ５ｍ以上 

１４０ｍ以上 ６ｍ以上 

 

 

 

 

 

 

 

Ｌ 

α 前面道路 

Ｌ 

前面道路 α 
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開発区域の形状や、周囲の状況から、複数箇所での接道が困難な場合については、次に示す幅員、

延長において、許可の対象とする。 

 

『行き止まり道路の基準』 

                    ＜幅員５ｍの場合＞ 

開発道路の延長(Ｌ) 条    件 

３５ｍ以下 － 

３５ｍを超え 

７０ｍ以下 
転回広場設置（※） 

７０ｍ超え 不可 

 

 

 

＜幅員６ｍの場合＞ 

開発道路の延長(Ｌ) 条    件 

７０ｍ以下 － 

７０ｍ超え 転回広場設置（※） 

 

 

 

＜※転回広場の基準＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※行き止まり道路を計画する場合において、設置道路の入口部から末端部が確認できない場合は、

管理者と協議の上、必要に応じて、道路の入口部に『行き止まり道路』であることを示す看板等

の設置をすること。 

 

 

 

 

5m 5m 

5m 
2m 

2m 

4m 

5m 
2m 

2m 6m 

Ｌ 

前面道路(両端接道の道路) 
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（３）道路の構造基準 

  ①舗装・横断勾配 

【関係法令】省令第24条第1号 

     ア 原則として、アスファルト舗装又はセメントコンクリート舗装とすること。ただし道路

としての機能を発揮する上で砂利敷以上の機能が期待でき、かつ、当該道路の管理者と

なるべき者との協議が成立したものについては、この限りでない。 

     イ 雨水等により路面に水たまりができるのを防ぐため、横断勾配を付けること。車道及び

路肩の横断勾配は、片勾配を附する場合を除き、路面の種類に応じて、下表の右欄に掲

げる値を標準とする。なお、歩道の横断勾配は2.0％を標準とする。 

路 面 の 種 類 横  断  勾  配 

セメントコンクリート舗装 
1.5％以上～2.0％以下 

アスファルト舗装 

その他 3.0％以上～5.0％以下 

     ウ 舗装構成は、 

Ⅰ 新設道路については 

表層アスファルト厚50mm（再生密粒度AS（13）） 

上層路盤厚100mm（粒調砕石） 

下層路盤厚200mm（再生下層路盤材） 

を標準とし、軟弱地盤で地盤改良等が必要な場合、土質試験の結果等により道路管理

者と協議の上決定すること。 

Ⅱ 既設道路の拡幅等においては、既設の舗装構成を参考のうえ決定する。 

エ 官民の境界には、道路側に見切りとなる構造物（側溝・見切り工（120 角以上）等）を

設けること。 

オ 道路舗装の設計・施工に際しては、｢舗装施工便覧｣｢舗装設計便覧｣（（社）日本道路協会）

等に準拠すること。 

 

   ②排水施設 

  【関係法令】省令第24条第2号 

ア すべての道路には、雨水等を速やかに排出するため、堅固で耐久力を有する側溝等を設

けなくてはならない。ただし、転回広場については、現場条件により当該道路の管理者

となるべき者との協議が成立したものについては、この限りでない。また、側溝断面は

原則として300mm×300mm以上とするが、流末部の側溝形状等により250mm×250mmを最

小断面とすることができる。 
イ 道路側溝には、堅固で耐久力を有する蓋を掛けること。また10ｍに一箇所の間隔でグレ

ーチング（細目・ノンスリップ・防音・25ｔ）を設置すること。 

ウ 道路の排水施設の設計に関しては、「道路土工－排水工指針」に準拠すること。排水施

設の構造については、「国土交通省 土木構造物標準設計」を参考とすること。 
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   ③縦断勾配 

  【関係法令】省令第24条第3号 

      ア 道路の縦断勾配は9％以下とする。 

イ やむを得ない場合には、小区間に限り12％以下とすることができるが、想定される交通

の質及び量を考慮し、特に消防自動車等の車両交通の安全上支障のない範囲内であるこ

と。 

      ウ 縦断勾配９％以上とする場合には管理者と協議の上、すべり止め対策（すべり止め舗装・

横断側溝（グレーチング）の設置・ガードレールの設置）を講じること。 

      エ 交差点取付部の縦断勾配は、安全かつ円滑な交通を確保するため、沿道条件の許すかぎ

り、できるだけ長い区間を2.5％以下の緩勾配とすること。 

         なお、自転車走行の場合については、3％が許容範囲であり、最急勾配でも5％が限度である

と考えられる。 

 

   ④階段状道路の禁止 

  【関係法令】省令第24条第4号 

      道路は、階段状でないこと。ただし歩行者の通行の用に供する道路で、通行の安全上支障が

ないと認められるものにあっては階段を設けることができる。 

この場合原則として次に掲げる構造とすること。なお、建築基準法施行令第 23～25 条を参

考とすること。 

      ア 階段の踏面は30cm以上とし、蹴上げ15cm以下とすること。 

      イ  階段の高さ3ｍ以内ごとに踏幅1.5ｍ以上の踊場を設け、 

全体の高さはなるべく7ｍ以下とすること。 

      ウ  階段、踊場には、転落防止柵(標準1.1ｍ)、 

手すりを設けること。 

    

   ⑤道路の隅切り 

  【関係法令】省令第24条第6号 

ア 道路の交差部には、一定の視距を確保するための隅切りを設けなければならない。隅切

り長については、一般的な場合としては、次表に示す数値を参考とすること。 

イ 隅切りは原則として、二等辺三角形とする。 

ウ 新規に道路を設置しない場合においても、開発区域が接する道路交差部は次表に示す隅

切り長を確保するものとする。 

 

隅切り長さの標準値        単位：ｍ     

種別 １級 ２級 ３級 ４級 

１級 １２ １０ ５ ３ 

２級  １０ ５ ３ 

３級   ５ ３ 

４級    ３ 

     

15cm 

30cm 
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⑥歩道 

【関係法令】政令第25条第5号 

ア 開発区域内の幅員9ｍ以上の道路には歩道を設けること。 

イ 標準型として、車道幅員6ｍ、片側歩道2ｍ、路肩各側0.5ｍを想定し、歩行者の安全を図

るものである。歩車道の幅員の組合せは、その道路の性格、機能、即ち、それぞれの開発

地の人及び車の流れ等の状況に応じて、実務上は道路構造令で示される構造標準を参考と

して、道路管理者と協議の上決定すること。 

ウ 区画道路であっても、通園、通学路となる場合は、歩道を設けるよう配慮すること。 

エ 路上施設を設ける歩道等については、下表に掲げる幅員に、並木を設ける場合にあっては

1.5ｍ、その他の場合にあっては0.5ｍを加えるものとする。 

区          分 自転車歩行者道 歩          道 

歩行者の交通量が多い道路 ４．０ｍ ３．５ｍ 

その他の道路 ３．０ｍ ２．０ｍ 

  オ 歩道等は車道部と縁石等により物理的に分離して設ける。 

    縁石等の高さは、原則車道に対して15ｃｍの高さとし、セミフラット形式を基本とする。 

  カ 歩道等の縦断勾配は原則5％（やむを得ない場合は8％）以下とし、横断勾配は原則2％以

下とする。 

  キ 歩道等の舗装は平坦で、滑りにくく、水はけのよい仕上げとする。 

 

『歩道の基準』 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦交通安全施設 

     ア 道路ががけ若しくは水路等に接している場合、又は屈曲部で必要と認められる場合は、ガ

ードレール、カーブミラー、照明等の防護施設を設けること。 

     イ 防護柵の構造等については、「防護柵設置要綱」（(社)日本道路協会）に準拠するが、一

般的には下記によること。 

     ウ 道路には通行の安全を確保するため、次に該当する区間に防護柵を設けること。 

       Ⅰ 法勾配ｉと路側高さｈが下図に示す斜線の範囲内にある区間 

歩道等 

車道部 
15cm 

10 
0.1～0.2 

民地 道路 

路肩 

歩道 施設帯・植栽帯 車道 路肩 
2m 施設帯0.5m 

植栽帯1.5m 
0.5m 6m 
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                    ￠ 

                                                                          ￠ 

 

           ｈ   ｉ                               ｈ                ｉ 

 

 

 

 

  ｈ：路側高さ（ｍ）        ｉ：法勾配（割） 

路

側

高

さ 

ｈ 

10          

９          

８          

７          

６          

５          

４          

３          

２          

１          

０          

                           1．0           2．0           3．0           4．0 

                                          法勾配ｉ 

     Ⅱ  法面及び法尻に岩等が突出している道路で、特に必要と認められる区間 

     Ⅲ  道路が海、湖、川、湖沼、水路等に近接している区間で特に必要と認められるもの 

     Ⅳ  道路に鉄道等が近接している区間 

     Ⅵ  幅員、線形等との関連で危険な区間 

     Ⅶ  橋梁、高架、トンネル等の前後の道路で特に必要と認められる区間 

     Ⅷ  歩行者の転落、横断防止のために必要な区間 

     Ⅸ  その他必要と認められる区間 

   エ 歩行者自転車用防護柵の高さは、横断防護柵80cm、転落防護柵110cmを標準とする。あまり

高い防護柵は、歩行者等に圧迫感を与え、美観上も好ましくないので、特別な理由がある場

合を除いて120cm以下とすることが望ましい。（防護柵資料集） 
 

 ⑧その他 

      この道路の構造に関する基準のうち、公共施設の管理者との協議において、管理上必要があ

るものとして管理者が別の定めをした場合、又は公共施設の管理上支障がないものとした場合

には、管理者の示す基準によることができる。 
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【参考】道路構造令（抜粋） 

  （道路の区分） 

第３条第１項 道路は、次の表に定めるところにより、第１種から第４種までに区分するものとする。 

                  道路の存する区域 

高速自動車国道及び自動 

車専用道路又はその他の道路の別 

地方部 都市部 

高速自動車国道及び自動車専用道路 第１種 第２種 

その他の道路 第３種 第４種 

    （注）都市部：市街地を形成している地域又は市街地を形成する見込みの多い地域 

          地方部：都市部以外の地域をいう。 

 

 

 

第３条第２項第３号  第３種の道路 

     計画交通量（単位 

  道路の    １日につ 

    存する地  き台） 

道路  域の形状 

の種類 

20，000以上 
 4，000以上 

20，000未満 

1．500以上 

4，000未満 

   500以上 

1，500未満 
  500未満 

一般国道 
平地部 第１級 第２級 第３級 

山地部 第２級 第３級 第４級 

都道府県道 
平地部 第２級 第３級 

山地部 第３級 第４級 

市町村道 
平地部 第２級 第３級 第４級 第５級 

山地部 第３級 第４級 第５級 

 

 

 

第３条第２項第４号  第４種の道路 

      計画交通量（単位１日 

                につき台） 

道 路 の 種 類 

10，000以上 
4，000以上 

10，000未満 

500以上 

4，000未満 
500未満 

一 般 国 道 第１級 第２級 

都 道 府 県 道 第１級 第２級 第３級 

市 町 村 道 第１級 第２級 第３級 第４級 
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道路構造令による幅員構成要素の基準値 

種別 級  別 車      線 左  側  路  肩 歩道 自転車歩行者道 停車帯 

第 

３ 

種 

地 

方 

部 

１級 
普通道路 3．50 1．25（0．75） 

3．50以上 

(歩行者の交通

量が多い道路) 

2．00以上 

(その他の道路) 

4．00以上 

(歩行者の交通

量が多い道路) 

3．00以上 

(その他の道路) 

 

小型道路 3．00 0．75 

２級 
普通道路 3．25《3．50》 0．75（0．50） 

小型道路 2．75 0．50 

３級 
普通道路 3．00 0．75（0．50） 

小型道路 2．75 0．50 

４級 
普通道路 2．75 0．75（0．50） 

小型道路 2．75 0．50 

５級  4．00（3．00） 0．50 － 

第 

４ 

種 

都 

市 

部 

１級 
普通道路 3．25《3．50》 

0．50 

 3．50以上 

（歩行者の交通

量が多い道路） 

 2．00以上 

（その他の道路） 

4．00以上 

(歩行者の交通

量が多い道路） 

3．00以上 

(その他の道路） 

2．50 

(1．50) 

小型道路 2．75 

２級 
普通道路 3．00 

小型道路 2．75 

３級 
普通道路 3．00 

小型道路 2．75 

４級  4．00（3．00） － － 

  《  》は交通状況による道路幅員の特別値 

  （  ）は特別の理由によりやむを得ない場合 

  表中、第3種第5級及び第4種第4級の車線の欄は、車道の幅員 

＊ 小型道路とは、地形の状況、市街化の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合において、

当該道路の近くに小型自動車等以外の自動車が迂回することができる道路があるときに設けること

ができる、小型自動車等のみの通行の用に供する道路をいう。 

＊ 普通道路とは、小型道路以外の道路及び道路の部分をいう。 

 

（４）道路の管理・帰属 

  開発行為による道路及び道路の拡幅部分については、原則として市（拡幅部については現況

の道路管理者）に帰属するものとする。 

①帰属基準は各道路管理者の道路認定基準等によること。 

②開発区域外に接して道路を設置する場合は、道路の設置計画に対して隣接者の同意を要す

る。また、道路隣接地に建築物が存する場合には、道路斜線等建築基準法上不適にならな

いことを確認すること。 

 

浜松市に帰属する場合については、 

①私有道路の市道認定事務取扱要綱によること。 

②瑕疵担保期間を2年間設定すること。 

   ③境界については、官地側に境界プレートを設置すること。 

流末水路等を設置し、道路側溝からの水を放流する際においては、流末水路等についても市

に帰属することが道路帰属の条件となる。 
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第３節 公園等に関する基準 

（１） 公園等の設置 

 【関係法令】法第33条第1項第2号 

   ①公園、緑地、広場の定義 

     ア 公園、緑地、広場（以下「公園等」という。）の一般的な定義は次のとおりである。 

       Ⅰ  公園 

           主として住民の戸外における休息、鑑賞、運動、その他のレクリエーション及び非常

時における避難の用に供するために設ける。原則として平坦地であり整形な公共空間

をいう。 

       Ⅱ  緑地 

           都市における自然地の保全、都市環境の整備若しくは改善、災害の防止、地域相互の

緩衝、緊急時における避難又は主として快適な通行の用に供するために設ける公共空

地をいう。 

       Ⅲ  広場 

           主として、集会、行事等住民相互の交流、都市美の増進、又は都市の象徴若しくは記

念の用に供することを目的として設ける公共空地をいう。 

             イ 開発行為に伴い確保することが必要となる公園等は、公共施設として位置付けされるも

の（法第4条第14項・政令第1条の2）で、その用地は原則として市に帰属するもので

ある。 

   ②公園等の設置基準 

公園等は、管理者等と協議の上、その同意を得て設置することとなるが、一般的な設置基準

は次のとおりである。なお、公園設置及び配置計画については、公園建設部局と協議を要する。 

 

ア 設置面積基準 

内   容  
公園等の種類 規模 備考 

目的 区域面積等 

住宅 

宅地分譲 

3,000㎡未満 各敷地へ生垣等設置 －  

3,000㎡以上 公 園 開発面積の3%以上 注1） 

共同住宅 

3,000㎡未満 緑 地 開発面積の3%以上 注3） 

3,000㎡以上 分譲 公 園 開発面積の3%以上 注1）,注3） 

3,000㎡以上 賃貸 公園・広場 開発面積の3%以上 注2）,注3） 

その他

用途 

単独敷地 

5ha未満 緑 地 開発面積の3%以上 注3） 

5ha以上 緑地・広場・公園 開発面積の3%以上 注3） 

宅地分譲 3,000㎡以上 公 園 開発面積の3%以上 注1） 

注１）市への移管を要する。 

注２）広場の場合、プレイロット形態とし、市への移管を要さない。ただしこの場合において、 

広場の部分は公共施設とし建築敷地に含めない。 

注３）設置規模3%は開発許可の最低規模であり、実際の計画では「浜松市事業所等敷地内緑化 
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指導要綱」に基づき、敷地面積500～2,000㎡では10%、2000～5,000㎡では15%、5,000 

㎡～では20%以上とするよう努めること。この場合、緑地、広場については、市への移 

管を要さない。 

イ 開発面積の3％以上の算定に当たってはがけ面の緑地等は含めない。 

     ウ 整備する公園は、公道に接し分散させず1箇所にまとめるとともに、動線上利用しや

すい箇所に設ける計画とすること。 

エ 公園等の多目的利用が図られた調整池については、調整池を公園等として利用する上

で支障がない部分は、公共施設の管理者と協議の上、公園等の面積に含むことができ

る。 

 

    ③公園設置の適用除外 

      【関係法令】政令第25条第6号ただし書 

          面積的、誘致距離の観点から開発区域内の居住者が支障なく利用できる既存の公園等が

存在する場合には、開発区域内に公園を設けなくてもよい。（公園建設部局と協議を要す

る。） 

適用除外となる場合は、次のどちらかの場合をいう。 

ア 開発区域のすべての予定建築物の敷地から直線距離にして 250ｍ以内に街区公園機

能（遊具、広場、ベンチ等）を有する面積1,500㎡以上の都市公園が存在する場合。

ただし、この場合において、予定建築物の敷地と都市公園の間に、主要道路、鉄道、

河川、がけ地その他利用者の通行を分断するものがあってはならない。 

イ 土地区画整理事業、又は開発許可により面的整備事業が施行され当該事業により公園

等が既に適正に確保された事業区域内で行う二次的な開発。 

ただし、イであっても、当該事業区域の用途地域が住居系でない場合（商業系や工業系）

では、②のアを適用し、既存の公園が存在しない場合は、適用除外にあたらない。 

 

（２）公園等の構造基準 

【関係法令】省令第25条 

   ①公園の形状については正方形若しくは正方形に近い長方形で計画すること。 

   ②公園の出入口については、原則出入口を2箇所以上配置すること。 

   ③公園利用者、近接者の安全のため、柵や塀又は緑地帯等の設置をすること。 

④公園は遊戯施設等が有効に配置でき、また有効に利用できる形状、勾配で設けられなければ 

ならない。（参考図） 

⑤雨水、地下水、散水等を有効に排出できるよう側溝等の排水施設を設置すること。 

⑥施設計画については、管理者となる公園管理部局と協議すること。 

   ＜施設の共通事項＞ 

    ア 園名板設置（公園名は公園管理部局と協議の上決定すること。） 

      イ 定型看板設置 

      ウ 配電線は地中埋設とすること。  

      エ グレーチングは細目ノンスリップタイプでクリップ留めとすること。 

      オ 植栽部の土に防草マットを敷くこと。 

      カ 境界については官地側に境界プレートを設置すること。  

      キ 車止めの鍵は規定のものを使用すること 

      ク 水道・電気の使用料は移管されるまでは開発者管理とすること。 
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      ケ 瑕疵担保期間を2年設定すること。 

       コ 協議記録の調製 

      サ 公園台帳の調製    
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＜参考＞  公園の勾配と利用 

 

                                                       （昇降の限界となり、遊びには不適） 

                              1：2（26．6゜）          （休憩や観覧が不適であるが、すべるこ 

                                      1：3（18．4゜）    ろがるなどの斜面利用の遊び程度は可能） 

                                          1：5（11．3） （すわる、ながめる、散策等休息、観覧に 

                                                          適する。） 

                                           1：10（5．7） （走る、駆ける、飛ぶ、ゲーム等の軽い 

                                                           運動が可能となる。） 

 

 

＜参考＞  静岡県福祉のまちづくり条例施行規則  別表第２  ４ 公園等に関する整備基準より 

部分 整備基準 

(1) 出入口及び

改札口 
ア 1以上の出入口は、次に掲げるものとすること。 

(ア) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 
(イ) 幅は、120センチメートル以上とすること。 
(ウ) 縦断勾こう配は、8パーセント以下とすること。 
(エ) 車いす使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。 
(オ) 車止め柵さくを設ける場合には、有効幅員を90センチメートル以上とすること。

イ 1以上の改札口は、1の表(9)の項アに定める構造に準じたものとすること。 

(2) 園路 主要な園路のうち、1以上の園路は、(1)の項に定める構造の出入口又は改札口に接す

るものとし、かつ、次に掲げるものとすること。 
(ア) 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 
(イ) 幅員は、120センチメートル以上とすること。 
(ウ) 縦断勾こう配は、8パーセント以下とし、かつ、横断勾こう配は、水勾こう配程

度とすること。 
(エ) 4パーセント以上の縦断勾こう配が50メートル以上続く場合は、途中に150セン

チメートル以上の水平な部分を設けること。 
(オ) 縁石を切下げる場合には、切下げ部分の幅員は120センチメートル以上、すりつ

け勾こう配は8パーセント以下とし、かつ、車いす使用者が通過する際に支障とな

る段を設けないこと。 
(カ) 園路を横断する排水溝のふたは、つえ、車いすのキャスター等が落ち込まない

ものとすること。 
(キ) 階段を設ける場合には、当該階段は、(ク)に定める構造の傾斜路を併設し、かつ、

次に掲げるものとすること。 
ａ 幅は、120センチメートル以上とすること。 

ｂ 手すりを設けること。 

ｃ 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

ｄ 高低差が250センチメートルを超える場合は、高低差250センチメートル以内ご

とに踏幅120センチメートル以上の踊場を設けること。 

ｅ 段がある部分の上端に近接する園路及び踊場の部分には、点状ブロック等を敷

設すること。 
(ク) (キ)の階段に併設する傾斜路は、次に掲げるものとすること。 
ａ 幅は、90センチメートル以上とすること。 
ｂ 傾斜路の縦断勾こう配は、8パーセント以下とすること。 
ｃ 高低差が75センチメートルを超える場合は、高低差75センチメートル以内ごと

に踏幅150センチメートル以上の踊場を設けること。 
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ｄ 手すりを設けること。 
ｅ 表面は、粗面とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。 

ｆ 傾斜がある部分の上端に近接する園路及び踊場の部分には、点状ブロック等を

敷設すること。 

(3) 駐車場 ア 機械式駐車場を除き、車いす使用者用駐車施設を設けること。 
イ 車いす使用者用駐車施設は、次に掲げるものとすること。 
（ア）出入口又は改札口に通ずる位置で、かつ、当該出入口又は改札口との間の距離が

できるだけ短くなる位置に設けること。 
（イ）幅は、350センチメートル以上とすること。 
（ウ）車いす使用者用駐車施設又はその付近に、車いす使用者用駐車施設であることを

表示すること。 

(4) 案内表示等 障害者、高齢者等に配慮した案内表示を行い、必要に応じて視覚障害者誘導用ブロッ

クを敷設すること。 
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静岡県 静岡県福祉のまちづくり条例 

施設整備マニュアル より 

【参考】 
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【参考】公園の計画例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

<配置> 

街区中央部に配置すること 

 

 

 

 

 

公園 A=123.87㎡ 
(仕上 ﾀﾞｽﾄ舗装 厚40) 

ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ遊具 ｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ遊具 

ベ
ン
チ 

ベ
ン
チ 

L型擁壁 L-1350 天端FH=10.65+格子ﾌｪﾝｽ H=1800 

照明 
(自動点滅器とﾀｲﾏｰとの併用方式) 

L
型
擁
壁
 
L-
18
50
 天

端
FH
=1
0.
65
+格

子
ﾌｪ
ﾝｽ
 H
=1
80
0 

集水桝300×300×300 
蓋細目ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ 

U型側溝 
(T-14細目滑止め・ｸﾘｯﾌﾟ止め) 

VPφ150 

車止め2本 
(引抜式ｶｷﾞ付50番) 

出入口2.95m 出入口2.95m 

見切工 
天端FH=10.45+ 
格子ﾌｪﾝｽ H=1800 

水道ﾒｰﾀｰ 汚水桝 

見切工 
天端FH=10.45+ 
格子ﾌｪﾝｽ H=1800 

FH=10.45 FH=10.45 

車止め2本 
(引抜式ｶｷﾞ付50番) 

12.93m 

9.
58
m 

9.
58
m 

2.06m 3.5m 1.47m 

FH=10.35 

ｷﾝﾓｸｾｲ H=1.5 二脚鳥居支柱 

ﾋﾗﾄﾞﾂﾂｼﾞ H=0.4 W=0.4あける3本/㎡ 

凡例 

U型側溝 

ｺﾝｸﾘｰﾄ張t=150mm 

視覚障害者誘導用ﾌﾞﾛｯｸ 

水飲・手洗場 
(身障者ﾀｲﾌﾟ) 

※根本に防草ﾏｯﾄ布設すること 

・ 園名板 
・ 標識 
・ 遊具 
・ ベンチ 
・ 水飲、手洗場 
・ 照明 
 
上記の詳細は公園管理部局と 
協議すること。 

VPφ150 

公園 

道路 
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浜松市公園管理事務所 

 

【参考】 
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第４節  消防水利等に関する基準 

（１）消防水利の基準 

【関係法令】法第33条第1項第2号 

消防水利の設置については、消防局と協議の上設置することとなるが、一般的な基準は次の

とおりである。 

①消防水利の設置 

開発面積が5,000㎡以上のものは、原則として開発区域内に消防水利を新設するものとす

る。 

②消防水利の種類 

ア 防火水槽 

   防火水槽は常時貯水量が40㎥以上又は取水能力水量が毎分1㎥以上でかつ、連続40分

以上の給水能力を有するもの。 

イ 消火栓 

    消火栓は、呼称65の口径を有するもので、直径150ｍｍ以上の管に取り付けられていな

ければならない。ただし、管網の一辺が 1ｍ以下となるように配管されている場合は、75

ｍｍ以上とすることができる。 

③消防水利の配置 

    消防水利は開発区域を次に示す数値の円で包含できるように配置し、必要とする消防水利

基数の１／２以上を防火水槽とすること。 

用途地域 配置の基準 

近隣商業地域 

商業地域 

工業地域 

工業専用地域 

半径１００ｍ 

その他地域 半径１２０ｍ 

④消防水利の構造 

  ア 水利基準によるほか、防火水槽については耐震構造とすることを原則とする。 

イ 防火水槽のマンホール蓋については、消防局指定の製品を使用すること。（別図参照） 

ウ 消火栓については、上下水道部と協議すること。 

⑤防火水槽の用地等 

ア 宅地分譲等における防火水槽の用地及び施設は原則として市へ帰属すること。 

イ 瑕疵担保期間を2年設定すること。 

ウ 市へ帰属しないものについては、開発者の責任において、適正に管理されること。 

⑥防火水槽鉄蓋仕様について 

構造・材質等 

ア 円形で60ｃｍ以上 

イ 耐荷重25ｔのもので、かつJIS A 5506,JWWA B 132,JSWAS G-4、若しくは財団法人日 

本消防設備安全センターの性能評定に適合したもの。 

又はこれらと同等以上の耐荷重を有するもの。この場合、当該鉄蓋の試験結果又は製造

者の保証書を提出すること。 
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市へ帰属する防火水槽の鉄蓋デザイン例 
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（２）消防活動用空地 

   4階以上又は高さ15ｍ以上の建築物には、次の基準により消防活動用空地（以下「消防空地」

という。）を確保すること。 

  

①消防空地の面積 

   幅6ｍ長さ14ｍ以上の空地とする。 

  

②消防空地の位置 

   ア 原則として非常進入口又はバルコニー・ベランダ等がある側に設けること。 

イ はしご車のターンテーブルの中心から建築物外壁面までの水平距離が１５ｍ以内で、か

つ、架梯最上階の非常進入口又はバルコニー・ベランダ等の手摺の高さと地盤面との角

度が75度以内になるよう設けること。 

   

③はしご車の活動空間 

    消防空地及びその周辺には、はしごの伸梯、旋回の障害になる工作物・架空電線・樹木等

を設けないこと。 

 

④消防空地の構造 

   消防空地の構造は、総重量20トンのはしご車の活動に耐える地盤支持力を有するものであ

ること。 

 

⑤進入通路 

  ア 進入通路の幅員は、原則として有効幅員 5ｍ以上とし、その構造は消防空地と同じ構造

とすること。 

  イ 通路上に渡り廊下等がある場合は、高さ4ｍ以上の空間を取ること。 

  ウ 必要によりはしご車が容易に進入できるための隅切りを設けること。 

 

⑥消防空地の標示 

   消防空地を標示するとともに、必要により掲示板を設け、常時空地の状態として管理する

こと。 
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第３章 排水施設 

第１節  開発区域内の排水施設に関する基準 

【関係法令】法第33条第1項第3号 

   排水路その他の排水施設が、開発区域内の下水を有効に排出するとともに、その排出によっ

て開発区域及びその周辺の地域に溢水等による被害が生じないような構造及び能力で適当に配

置されるように計画すること。 
 

（１）開発区域内の排水施設 

①計画の基本 

【関係法令】政令第26条第1号 

    雨水及び汚水について、算定した計画下水量を基に、開発区域内の排水施設の管渠の勾配

及び断面を決定すること。 

 

②計画雨水量 

      計画雨水量は開発区域の規模、地形等を勘案して、降雨強度、流出係数を定めて算定する。 

     ア 算定方法  ……  計画雨水量は次式により算定する。 

         AICQ     360
1

       Ｑ：計画雨水量（ｍ３／ｓ） 

                                           Ｃ：流出係数 

                                           Ｉ：降雨強度（㎜／ｈ） 

                                           Ａ：排水面積（ha） 

         bt
a

nI
 

 
        ｔ：降雨継続時間（分） 

                                           ａ、ｂ、ｎ：定数 

          （注）排水施設は流域単位で考えるものであり、地形の状況により、開発区域外の土地

の部分も排水面積に含めて算定すべき場合があることに留意すべきである。 

     イ 流出係数 

         放流先河川等の流下能力を検討する際の流出係数 

一般に次の値を標準とする。 

          なお、流出係数は流域の開発によって大きく変化することが多いので、計画値として

採用する値は流域の開発計画等を十分織り込んでおくことが必要である。  

密集市街地 0．9  

一般市街地 0．8  

畑・原  野 0．6  

水      田 0．7  

山      地 0．7  

 

     ウ 降雨強度 

         開発区域内の排水施設の管渠の勾配及び断面積を設計するために用いる降雨強度は、

省令第22条に規定されているとおり、5年に1回の確率で想定される降雨強度以上の値

を用いること。 
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具体的には、 

       Ⅰ  到達時間（＝継続時間）から計算により求めた５年確率降雨強度 

       Ⅱ  調整池の容量設計に用いる降雨継続時間を30分とした場合の50年確率降雨強度 

         のいずれかとする。 

ただし、公共施設の管理者が別途定めた場合は、この限りではない。 

        注1）一般的には、降雨継続時間を5～10分程度として管渠等の排水施設を設計するが、

本市では、計算の簡略化に鑑みて、その差が１割程度である調整池設計の計算に用

いる 30 分降雨継続時間・50 年確率降雨強度を用いても差し支えないこととしてい

る。 

        注 2）到達時間：開発区域の流末に流入する流域の最遠点から、当該流末までに流入す

る時間をいい、これを継続時間として次表から決定する。 

      １）  ５年確率降雨強度                  （㎜／hr） 

降雨継続時間 西    部 

     ５ 分 

  ７ 

１０ 

１５ 

２０ 

３０ 

       １３４ 

       １２４ 

       １１３ 

       １００ 

         ９１ 

         ７７ 

 
ｒ´＝ 

1420．6 

 ｔ０.７＋7.5419 
 

      ２）  調整池の容量計算に用いる降雨強度          （㎜／hr） 

地            域 西    部 

降雨継続時間（３０分） 

50年確率短時間降雨強度 
１１７ 

 

（静岡県河川企画課による｢降雨の確率｣（平成23年度改訂版）） 

使用する降雨強度は、｢降雨の確率｣の改訂に伴い変更するものとする。 

 

③計画汚水量 

      汚水については、生活又は事業に起因し、又は附随する廃水量、即ち、計画人口1人1日

最大給水量から算出される計画1日最大汚水量に、工場等の排水量及び浸入が予測される地

下水量を加え、時間最大汚水量を求める。 
 
 

④計画排水量 

      排水施設の排水量の設計及び算定は次のとおりとする。 

     ア 設計流速 

      Ⅰ 排水施設の設計流速は、排水施設の摩耗や土砂堆積が生じないよう配慮することと

し、次表を標準とする。 

区        分 汚    水 雨    水 

標        準 1．0～1．8ｍ／ｓ 

やむを得ない場合 0．6～3．0ｍ／ｓ 0．8～3．0ｍ／ｓ 
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        （注）設計流速が遅いと土砂等が堆積し、早いと排水路が摩耗して耐用年数が短くなり、

好ましくないことから、0．8～3．0ｍ／ｓの範囲となるよう下水道の設計指針等で定め

ている。また、流速が早いと到達時間が短くなり、治水上の問題も生じてくるので、段

差工を施行するなど工夫すること。ただし、雨水排水路の流速は、開発者が自ら維持管

理に責任を持って、下流に悪影響を及ぼさない場合においては、4．5ｍ／ｓ程度までは

やむを得ないものとする。 

   

Ⅱ 排水中の沈殿物が次第に管渠内に堆積するのを防止するため、下流ほど流速を暫増

させるよう設計すること。なお、勾配は、下流ほど流量が増加して管渠断面が大き

くなり、流速を大きく取ることができるので、下流ほど緩くすること。 

   

Ⅲ 地表勾配が急峻である場合等で落差工を設ける場合には、その落差は１箇所当り 

1.5ｍ以内とし、階段工の場合は0．6ｍ以内とし、水叩厚、水叩長を十分取ること。 

   

     イ 排水量の算定 

       Ⅰ 排水施設の断面積は、汚水にあっては計画時間最大汚水量を、雨水にあっては計画

雨水量を有効に排出できるものであること。 

       Ⅱ  排水施設の流量は、マニングの式を用いて算出すること。 

 

          ○  マニング式 

              
2/13/21 IR

n
v                  Ｖ：流速（ｍ／ｓ） 

                                                   ｎ：粗度係数 

                                                   Ｉ：勾配 

              Ｑ＝Ａ・Ｖ                           Ｒ：径深（ｍ）＝Ａ／Ｐ 

                                                   Ａ：流水の断面積 

                                                   Ｐ：流水の周辺長   

                                                   Ｑ：流量（ｍ３／ｓ） 

○  粗度係数 

          流下能力の算定に当っては、次の値を標準とする。 

暫定素掘河道 

護岸のある一般河道 

三面張水路 

河川トンネル 

コンクリート人工水路 

現場打コンクリート管渠 

コンクリート二次製品 

塩化ビニル管、強化プラスチック複合管 

０．０３５ 

０．０３０ 

０．０２５ 

０．０２３ 

０．０２０ 

０．０１５ 

０．０１３ 

０．０１０ 
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（２）  排水施設の構造基準 

【関係法令】政令第26条第3号 省令第26条第1～7号 

①基本事項 

     ア  雨水以外の下水は原則として暗渠により排出すること。ただし、処理された汚水（合

併浄化槽の排水を含む。）及び工場排水等で衛生上問題のないものは、暗渠による排出

を義務付けない。 

     イ 雨水排水施設は原則として開渠とし、土砂等の堆積による通水断面の縮小を考慮して、

２割程度の余裕を見込んで断面を決定すること。 

 

 

  ②排水施設の設置位置 

      開発行為等により設置される公共の用に供する排水施設は、維持管理上支障のない場所に 

設置すること。 

 

③排水施設の構造・材質 

       排水施設の構造は、外圧、地盤の不等沈下等により機能を損なうことがないよう、堅固で 

耐久力を有しなければならない。 

       材質は、耐久性のあるコンクリート、れんが、陶器、塩ビ管等で造られたものを使用し、 

   漏水を最小限とするため、継目をカラー、ソケット等の構造とすること。 

 

    ④排水施設の大きさ（最小断面） 

       公共の用に供する排水施設のうち「暗渠」である構造のものの内径又は内のり幅は、主と 

   して清掃上及び排水能力の観点から、20cm以上としなければならない。 

 

⑤桝・マンホールの設置  

   ア 排水施設の以下のような箇所には、桝又はマンホールを設置すること。  

    Ⅰ 公共の管渠の始点 

    Ⅱ 管渠の方向、勾配、横断面が著しく変化する箇所 

    Ⅲ 管渠内径の120倍以内の距離で維持管理上必要な箇所  

イ 雨水管渠の桝又はマンホールの底部には深さ15ｃｍ以上の泥だめを設置すること。 

   その他の管渠の桝又はマンホールの底部には、管渠の口径等に応じたインバートを設

置すること。 
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第２節  雨水貯留施設に関する基準 

（１）雨水貯留施設の設置基準 

【関係法令】政令第26条第2号 

      調整池等の雨水貯留施設は、放流先の管理者等と協議の上、その同意を得て設置することと

なるが、設置基準は下表のとおりである。調整池容量の算出にあっては 50 年確率短時間降雨

強度により決定すること。 

なお、激甚化する降雨災害に対応すべく、下表に加え雨水浸透桝又は浸透性舗装の設置並びに

確率降雨強度の割増による調整池容量の拡大の検討に努めること。 

内   容  

雨水貯留施設の種類 
目的 区 域 面 積 

住宅 
宅地分譲 

3,000㎡未満 － 各敷地へ浸透井（深型）若しくは（浅型）を1ヶ設置すること 

3,000㎡以上 調整池（単独） 

共同住宅 － 調整池（単独・駐車場併用） 

その他用途 － 調整池（単独・駐車場併用） 

注１）油水分離槽、浄化槽等を経由した処理水については、調整池へ放流しないこと。 

ただし宅地分譲において、合併浄化槽の水が道路側溝等を経由し調整池に流入すること

は可とする。 

注２）給油所（ガソリンスタンド）における屋根部分（キャノピーを含む。）及び油水の分離が

されている区域の雨水については単独調整池を設け排水調整をすること。 

注３）下水道合流区域については別途協議を要する。 

 

①調整池の管理・帰属 

       宅地分譲において設置する調整池については、原則として市に帰属するものとする。 
     構造等やむを得ない事情により、市に帰属されない開発者等の管理となる場合については

適性な管理が継続するよう計画すること。 
この場合、市と開発事業者により維持管理協定を締結するものとする。 

      

ア 調整池の帰属基準 

市に調整池を帰属する場合には、以下の基準とするとともに、帰属先となる管理者と

協議すること。 
Ⅰ 自然放流式であること 
Ⅱ 地下式調整池ではないこと 
Ⅲ 管理車両の駐車スペースがあること（有効6m×5m以上または10m×3m以上） 
Ⅳ 高さ1.5m以上の防護柵を設置してあること 
Ⅴ 境界については、官地側に境界プレートを設置すること 
Ⅵ 管理用門扉の鍵は指定のものを使用すること 
Ⅶ 瑕疵担保期間を2年設定すること 
その他、危険防止対策（注意看板の設置等）がとられている等、帰属先となる管理者

と十分な協議が整っている必要がある。 
 

イ 調整池管理基準 

市と調整池の管理協定を締結する場合には、以下の基準とする。 
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Ⅰ 管理する施設の位置、種類、構造  

Ⅱ 管理する施設の点検、維持補修、清掃に関すること 

      Ⅲ 協定の有効期間 

      Ⅳ 所有者の変更が生じた場合の措置 

      Ⅴ その他必要な措置
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（２）雨水貯留施設の計画 

   ① 放流先の流下能力の検討等 

開発区域の排水は、年超過確率1分の1の雨量に対応する流下能力を有さない河川に放流

してはならない。 

ただし3,000㎡未満の住宅系開発行為で、放流先が道路側溝の場合（開発区域の周囲に排

水路がない場合）においては、別途放流先の管理者との協議による。 

       放流先の河川又は水路の流下能力を計算により求める一般的な方法は次のとおりである。

その際、河川改修計画との整合を図るため、河川管理者等と十分協議する必要がある。 

   【流下能力の算定方法】 

○ 流下能力の算定に用いる合理式の概念図 

        洪水到達時間内だけ流域に一様の降雨があった場合 

                              降雨量 

 

 

                                 流域面積Ａ 

                                                             基準点 

          最遠点 ・                                       ・ 

 

 

                    流入時間          流  下  時  間 

 

                               到   達   時   間 

 

 

                      降雨量ｒ 

Ｑ 流量 

 
Ｑ＝ 

１ 
ｆ・ｒ・Ａ 

 360 

        (ｍ３／s)                                     ｆ：流出係数 

                                                     ｒ：到達時間内の平均降雨強度（㎜／ｈ） 

                                                              時間 

 

                     洪水到達時間 

 

       ア 放流先河川等の流下能力の算定式（マニング式：前掲） 

                
2/13/21 IR

n
V     

                Ｑ＝Ａ・Ｖ 

       イ 放流先河川等の流下能力に対応する降雨強度（ｒ）の算定式 

           )
360

1/( AfQr        ←      ArfQ     
360

1
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                  Ｑ：アで求めた放流先河川等の各断面地点における流下能力（ｍ３／ｓ） 

                  ｆ：各断面地点における流域の平均流出係数 

                  Ａ：各断面地点における流域面積（ha） 
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    ②各断面地点における１年確率降雨強度（ｒ´）の算定式 

      ア 断面地点における流域の最遠点からの到達時間（ｔ）をイにより算定し当該到達時間

を継続時間として、次に掲げる表を用いて各断面地点における1年確率降雨強度（ｒ´）

を算定する。 

１   年   確   率    

短   時   間   降   雨   強   度 

継続時間 

（分） 

降    雨    強    度  （㎜／ｈ） 

静岡県西部 

   ５ 

   ７ 

 １０ 

 １５ 

 ２０ 

 ３０ 

２０３ 

８３ 

５０ 

３４ 

２８ 

２２ 

 ｒ´

＝ 

5.6  

ｔ０．1－1.1471  

   

      イ 到達時間（ｔ）の算定（前掲の「流下能力の算定に用いる合理式の概念図」を参照） 

        Ⅰ  到達時間（ｔ）＝流入時間（ｔ１）＋流下時間（ｔ２） 

    

         Ⅱ 流入時間（ｔ１） 

            市街地における流入時間は次の表を参考とすること。 

わが国で一般的に用いられているもの 

人口密度が大きい地区 

人口密度が小さい地区 

平        均 

  5分 

10分 

  7分 

幹線 

支線 

5分   

5～10分 

       ただし、山間地における流入時間は流域面積2km2当たり30分とし、次式を参考とする

こと。 

       ｔ1＝√（Ａ/2）×30 

 

       Ⅲ  流下時間（ｔ２） 

            次に掲げるクラーヘンの式により求める。 

            ｔ2＝Ｌ／60／ｖ      Ｌ：流路延長 

                                 ｖ：洪水流出速度で次の表による。 

勾    配 1／100以上 1／100～1／200 1／200以下 

ｖ（ｍ／ｓ） 3.5 3.0 2.1 

   

③判定 

         ｒ＞ｒ´の場合、当該放流先河川等の当該断面地点は、1 年確率以上の降雨強度の雨

量を有効に排出できる能力、1／1対応の能力があるとする。 
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（３）調整池の設計基準 

   ①調整池容量の計算方法 

     調整池の必要調整容量は、次により算出すること。 

「政令第26条第2号（河川等への排水）の設計基準について」 

（平成7年5月26日付け都計第181号都市住宅部長通知記の1） 

  開発区域から雨水を排出するにあたり、放流先の河川等の管理者との協議により、一時雨水を

貯留する調整池を設置する場合は、別記１に適合していること。 
  なお、調整池を設置する場合においても、下流の河川又は水路の流下能力が、１年確率降雨量

に不足するときは、原則としてその不足部分を改修すること。 
別記１  流量計算・調整池設計基準 
１  流量計算 

     ピーク流出量の算定は次式によるものとする。 

            ArfQ     
360

1
 

              ｆ：流出係数（開発区域内は0．9を標準とする。） 

              ｒ：到達時間内の１時間降雨強度（㎜／ｈ） 

              Ａ：流域面積（ha） 

２  調整池設計基準 

   (1) 計画基準 

     ア  調整池の洪水調節方式 

        調整池の洪水調節方式は、原則として自然放流方式とする。 

     イ  洪水のピーク流量はラシュナル式によるものとし、次式により算定する。 

            ArfQ     
360

1
   （前出参照） 

     ウ  洪水到達時間 

        ラシュナル式に用いる洪水到達時間は、洪水時の雨水が流域から河道に入るまでの時間

（流入時間）と流量計算地点まで河道を流れ下る時間（流下時間）の和とする。 

     エ  流出係数は、開発前の状況については、調整池の計画地点、流域の地被の状況、流域

面積の大きさ等を考慮して適切な値をとるものとし、開発後の状況については 0．9 を標

準とする。 

     オ  計画対象降雨 

        調整池の洪水調節容量を算定するために用いる計画対象降雨については、下表１による

降雨強度～継続時間曲線（以下「確率降雨強度曲線」という。）によって求めるものとす

る。 

     カ  洪水調節容量の算定方法 

       (ｱ) 開発区域内の面積が50ha未満で到達時間が30分以内の場合、洪水規模が年超過確

率で50分の１以下のすべての洪水について、施行後における洪水のピーク流量の値を

調整池下流の流下能力の値まで調整することとした場合の調整池の調整容量は、次式

で求めるものとする。 

Ｖ＝（f2・ri-rc/2・f1）・2ti・Ａ・1/360                 

                Ｖ  ＝必要調整容量（ｍ３） 

                ｆ１＝開発前の流出係数（0.6を標準とする。） 

                ｆ２＝開発後の流出係数（0.9を標準とする。） 

                Ａ  ＝流域面積（ha） 

                ｒｉ＝１／50確率降雨強度（㎜／時間） 

                ｒｃ＝下流無害流量に対応した降雨強度 

                ｔｉ＝継続時間（30分：30分以内は30分とする。） 
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      (ｲ) (ｱ)以外の大規模土地利用事業（50ha以上）の場合 

          洪水規模が年超過確率で 50 分の１以下のすべての洪水について施行後における洪水

のピーク流量の値を調整池下流の流下能力の値まで調整することとした場合の調整容

量の算定は、以下の手順によるものとする。 

        ａ  計画降雨波形（後方集中型降雨波形）より調整池に流入するハイドログラフの算出 

        ｂ  数種の放流施設を仮定して洪水調節数値計算を行い、下流許容放流量以下に調節し

得る放流施設を求める。 

   ア 開発後の流出係数は、区域内にあって形質の変更しない場合であっても、原則として 0.9

とする。 

        ただし、将来にわたって形質の変更のないことが確実である場合（保安林、市町村等の開

発事業等）はｆを現場の状況にあった数値とすることができる。 

   イ 流域変更は原則として認められないが、やむを得ず流域変更を行う場合は、流域変更分は

全量貯流するとともに、利水等支障がないかチェックすること。また、流域面積が増加す

る場合の放流量は、変更前の流域で算出した放流量を超えないこと。 

   ウ  区域内の雨水は調整池に排出することを原則とするが、地形上の理由でやむを得ず直接放

流する場合は、ｆ＝0.6 にて算出したピーク流出量から 0.9 にて算出したピーク流出量を

引いた流量を調整池からの放流量とするよう調整する。 

なお、時間降雨強度15㎜以上又は24時間程度で調整池が空になるよう放流量を確保する 

こと。 
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   ②降雨強度 

       調節池の必要容量の算定には、次の表の降雨強度を用いる。 

      ア 開発区域の面積が50ha未満の場合 

50   年   確   率    

短   時   間   降   雨   強   度 

継続時間 

（分） 

降    雨    強    度  （㎜／時間） 

静岡県西部 

１０ 

２０ 

３０ 

６０ 

１５７ 

１３４ 

１１７ 

  ８７ 

 
ｒ＝ 

6247.2  

ｔ0.9＋31.8633  

           到達時間（継続時間）が30分以内の場合は、ｔ＝30分として計算する。 

      イ 開発区域の面積が50ha以上の場合 

50   年   確   率   

 長   時   間   降   雨   強   度 

継続時間 

（時間） 

降    雨    強    度  （㎜／時間） 

静岡県西部 

   １ 

   ２ 

   ３ 

   ４ 

   ６ 

   ８ 

 １２ 

 ２４ 

      ８７．２ 

      ５９．２ 

      ４６．５ 

      ３８．９ 

      ３０．１ 

      ２５．０ 

      １９．２ 

      １２．０ 

 
ｒ＝ 

115.3  

ｔ０．7-0．3222  

 

【参考】 

ア 開発面積 50ha 未満の開発行為において、調整池の設計に用いる確率年ごとの短時間降雨

強度（継続時間30分）                 （単位：mm／ｈ） 

降雨強度確率年 
静岡県

西  部 
摘          要 

1／ 1 

1／ 50 

1／100 

確率 

確率 

確率 

 22 

117 

128 

下流河川の許容放流量計算に使用 

調整池の容量計算に使用 

余水吐の断面計算に使用 

  イ 50年確率の降雨強度に基づく調整池の容量を試算すると下表の値となる。ただし、開発面

積50ha未満で流域変更、直接放流がない場合である。 
                    （単位：m3/ha)   

区  分 静岡県西部 
開発面積2ha以上 987 

開発面積2ha未満 494 
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③調整池の構造等 

ア  堤体 

     Ⅰ 原則としてコンクリート構造とする。やむを得ない場合はフィルタイプダムとするが、

施工区域内最終位置の調整池はコンクリート構造とする。ただし、掘込式の場合はこの

限りでない。 
 
     Ⅱ 掘込式調整池内の斜面勾配は、２割以上の緩やかな勾配とするものとする。ただし、コ

ンクリートその他これらに類するもので法面を被覆する場合においては、この限りでな

い。 
 
     Ⅲ コンクリート又は築造式タイプの場合は、基礎地盤の土質、地層構造等の状況を把握し

た上で設計すること。 
 

Ⅳ 調整池で使用する擁壁は、「河川管理施設等構造令」及び「建設省河川砂防技術基準

（案）」により、適切な設計外力を考慮した上で安定計算を行うこと。      
とくに宅地が隣接する場合は「宅地造成等規制法」による構造とすること。 

 
     Ⅴ 築造式タイプのダムの傾斜勾配は、次表によること。また、高さ5ｍごとに幅3ｍ以上の

小段を設け排水施設を設置するものとする。 
区  分 名      称 上流 法面勾配 下流 法面勾配 備    考 

粗粒土 
レキ      3．0割      2．5割 ゾーン型の透水部のみ 
レキ質土      3．0      2．5  
砂質土      3．5      3．0 

細粒土 
シルト・粘性土      3．0      2．5 

シルト・粘性土 
火山灰質粘性土      3．5      3．0 

 
    イ  余裕高 

       風波高、地震波高、不測の障害等による洪水吐放流能力の低下等に対する余裕を確保する

ため、調整池の型式、形状やスクリーン、洪水吐等の構造及び溢水した場合に周辺に与える

影響を考慮して余裕高を決定することとなるが、一般的には以下による。 
 
      Ⅰ 余水吐の余裕高は原則として60cm以上とするが、平坦地に広く浅く貯留する計画の場

合は、支障のない範囲で余裕高を30cm以上としてよい。 
 
      Ⅱ 平坦地の掘込式のコンクリート構造の調整池では、貯留水深の2割以上かつ20cm以上

とする。ただし、小規模で周辺の状況からして支障がない場合は10cm程度も可。 
  
       注）駐車場兼用、公園兼用調整池においては、水深が15～50cm程度であるので、小規模

な掘込み式で周辺の状況からみて溢水しても支障なければ余裕高は5cmでも可とし

てよい。 
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   ウ  余水吐 

Ⅰ 余水吐からの雨水の放流先は原則として排水路とする。 
 
Ⅱ 余水吐の設置に際しては、放流桝を設けて放流管を経由して排水路等へ放流すること。

壁の天端から直接排水路等へ水がこぼれ落ちる形態等は原則不可。ただし、排水路の配

置、形状、寸法等により放流管の設置が困難な場合は、この限りでない。 
また、上記により余水吐の放流先がやむを得ず道路側溝等の場合、その部分の蓋をグレ

ーチングにすること。 
 

     Ⅲ  余水吐は、100年確率の降雨強度の1.5倍の計画洪水量を排出できるよう断面を確保し、

導入路は閉塞することのないよう、幅が原則として 2ｍ以上の長方形断面開水路とする

こと。 
これは流木・塵埃等の流下による閉塞のおそれを考慮したものであり、周辺の状況に合 
わせ弾力的に運用して差し支えない。 

 
     Ⅳ 流入水路周辺は、流れが集中し、洗掘される危険が大きいので、流速に耐え洗掘やのり

崩れを防止するために、石積又はコンクリートブロック張等により保護すること。 

           5.1
360

1
     ArfQ  

           )(2ghh
15
2

２Ｂ１３ＢＯα       Q  

             Ｑ：計画洪水流量（ｍ３／ｓ）                  α ：越流係数（0．6） 

             ｆ：流出係数（0．9）                         ｈ ：越流水深（ｍ） 

             ｒ：１／100年確率降雨強度（㎜／時間）        ｇ ：重力加速度（9．8ｍ／ｓ２） 
                降雨継続時間30分(30分未満は30分とする｡)  Ｂ0：水通長底幅（ｍ） 

             Ａ：流域面積（ha）                            Ｂ1：水通長上幅（ｍ） 
                                           Ｂ１      
 
              H.Ｈ.Ｗ.Ｌ                                                      余裕高 
 
              H.W.L                                                       ｈ  越流水深 
 
                                             Ｂ0 
 
              （注）上記の式で四角せき（Ｂ１＝Ｂ０）とし、α＝0．6、ｇ＝9．8を代入すると 

                        Ｑ＝1．77088Ｂ・Ｈ３／２ 

                    この式は「防災調整池等技術基準（案）」のＱ＝1．8Ｂ・Ｈ３／２と同じになる。 
 

   エ  流入管 

     Ⅰ 流入管の敷高については、原則として計画高水位（H.W.L）以上とする。ただし、調整池
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水位が計画高水位となり、バックウォーターが生じても、流入系統（管渠、開水路及び

マンホール等）や排水に必要な断面確保に悪影響が出ない場合はこの限りでない。  
     Ⅱ 流入管の位置が高く、垂直に落下するような構造のものは、時として騒音源になるので、

調整池の近くに住宅がある場合は好ましくない。 
 
     Ⅲ 住宅地の調整池にあっては、縦排水路及び桝、側溝等の施設を設置することが望ましい。

フトン篭工に流下するような構造は、美観上、維持管理上問題がある。 
 
   オ オリフィス 

       オリフィスは、下流無害放流量を排出できるよう断面を決定すること。 

          ArfQ     
360

1                                ｈ１ 

          hgaCQ      2                        Ｗ 

             Ｑ：下流無害放流量（ｍ３／ｓ）    Ｃ：0．6 

             ｆ：流出係数（0．6）           ａ：放流口断面積（㎡） 

             ｒ：下流無害放流量に対応した     ｇ：重力加速度（9．8ｍ／ｓ２） 

                 降雨強度（㎜／時間）         ｈ：Ｈ.Ｗ.Ｌ－Ｌ.Ｗ.Ｌ－1／2・ｈ１ 

             Ａ：流域面積（ha）                   オリフィスの中心 

 
                              
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     Ⅰ 放流管からの放流先は原則として排水路とする。 
 
       Ⅱ  調整池の水深が浅く、かつ、目詰まりのおそれがない場合はオリフィスの最小径は 

φ5cmとしてよい。 
     

Ⅲ オリフィスの前面にはスクリーンを設置することとし、その表面積は、放流口の断

面積の少なくも 20 倍以上とし、その形状は多面体を標準とする。また、スクリー

ンの網目は放流口の径の2／3程度とすること。 

H.H.W.L 

H.W.L 

余裕高 

h 

泥溜め ▼ 
1/1以上 

スクリーン 

オリフィス 

オリフィス板 

放流管 

水抜穴 
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Ⅳ オリフィス板、スクリーンの材質はステンレス製を原則とすること。 

     
Ⅴ 調整池からの最小放流量は、時間降雨強度15㎜以上又は24時間程度で空になる放流

量を確保すること。 
     
    キ  泥溜め 

         泥溜めの深さは15cm以上とすること。 

      容量は住宅地で1.5m３／ha・年程度を目安に、除去の頻度、舗装面積等を考慮する。 

小規模な開発行為にあっては、維持管理、清掃がしやすい程度の大きさがあればよい。 
 

    ク  放流管 

      Ⅰ 放流管の流水断面積は、原則として最大値が管路断面積の３／４以下となるよう設計

すること。流水断面積を管路断面積の３／４とすると次式になり、この場合の水深ｄは 

        ｄ＝0．702Ｄとなる。 

         2
1

3
8262.0 ID

n
Q                                      0．702Ｄ    Ｄ 

 
 
      Ⅱ 放流管の管径は、流量、流速及び維持管理を考え決定する。 
      Ⅲ 放流管の放流口の位置については、放流先の管理者と協議して決定することとなるが、

原則として放流河川の 1／1 対応の水位以上で放流するものとし８割水深より高い位

置とする。造成計画上、物理的に困難でやむを得ない場合は、放流先管理者と協議の

上、8割水深より低く1／1対応の水位以上で放流することができる。また、周辺に河

川、下水道などがなく放流先が道路側溝となる場合も、放流先管理者との協議による。 
      Ⅳ 放流管はできるだけ直線とし、管長はできるだけ短くする工夫が必要である。湾曲さ

せる必要がある場合でも角度はできるだけ小さくし、屈曲部には人孔を設けるものと

する（「流域貯留施設等技術指針（案）」）。 
 
   ケ 水抜管の設置 

         調整池に設置する石積、擁壁等には3㎡に1箇所の割合でφ75㎜の水抜管を設けるこ 

と。水抜管の設置にあたっては、堤体材料等の微粒子が吸い出されないよう、吸出し防止 
材を水抜きパイプ背面に施工すること。 

     また、調整池に貯留した雨水が水抜管を通して堤体に逆流することを防ぐため、水抜管 
に逆止弁の設置を行うこと。 

    コ 構造物の根入れ 

         調整池構造物の根入れは、宅地造成等規制法施行令第8条に準ずるものとし、流入部で 

は、洗掘のおそれもあり原則としてブロック積で35cm以上、擁壁では50cm以上確保 
すること。 
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     サ  底張り 

             調整池の底は、雨水の地下水涵養の観点から、浸透性が高い地域ではコンクリート張

構造とする必要性を求めない。管理等の面からやむを得ず、コンクリート張り構造とす

る場合においても、地下水涵養を図る構造とすること。 
 

     シ  盛土上への設置の禁止 
           盛土上に沈砂池、修景池、調整池等を設けることは防災上問題があり、原則として認

めない。 
 
     ス  ポンプアップ方式の調整池の設置 

           ポンプアップ方式の調整池については原則として認められないが、次の事由等により

やむを得ない場合は放流先管理者との協議により認める。 
 
        Ⅰ  ポンプアップ方式を採用しなければ、造成盛土高を上げざるを得ないが、周辺地盤

との関係上好ましくない場合 

        Ⅱ  自己の業務用で、管理人が常駐するなどして維持管理に責任がもてる場合 

        Ⅲ  万一ポンプが故障しても、周辺に甚大な影響を及ぼさない構造である場合 

            具体的には、予備ポンプを設置すること。 

 
ただし、河川、水路等へ直接、ポンプで排水しないこと。許容放流量以下で自然流下

とすること。 
宅地分譲における調整池については自然放流を原則とし、ポンプアップ方式の調整池

は市に帰属することができない。  

ポンプアップ方式の調整池の設置については、放流先の水路が浅く技術的に自然放流

が困難、若しくは開発区域に対し著しく調整池の面積が大きくなる場合等やむを得ない

と判断される場合であり、管理手法等が明確にされ、放流先の管理者と協議が整う必要

がある。また、その場合は、市と維持管理協定を結ぶ必要がある。 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

Ｐ 
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【参考】調整池の容量及び断面計算例（静岡県西部の場合） 

 
                開 発 前                   開 発 後 
                   Ａ                         Ａ１           直接放流区域 
                   Ｑ                         Ｑ１          （Ｂ・Ｑ２） 
                      
 
                            区域外流入面積（Ａ２） 
              開発区域面積    Ａ  ＝Ａ１＋Ｂ      ＝2．6700ha   

              調整池流入面積  Ａ’＝Ａ１＋Ａ２    ＝3．0100ha 

              全体面積        Ａ”＝Ａ１＋Ｂ＋Ａ２＝3．1300ha  

計 

算 

条 

件 

Ａ１：区域内調整池流入面積 

Ｂ  ：区域内直接流出面積 

Ａ２：区域外調整池流入面積 

 

 

ｈ  ：オリフィス中心までの水深 

Ｂ０：余水吐の水通長（下幅） 

Ｂ１：余水吐の水通長（上幅） 

2．5500ha 

0．1200ha 

0．4600ha 

 

 

2．81ｍ 

3．30ｍ 

3．30ｍ 

ｆ１：開発前流出係数 

ｆ２：開発後流出係数 

ｒ  ：下流無害降雨強度 

ｒｉ：１／50確率降雨強度 

ｒ´：１／100確率降雨強度 

放流渠 

  Ｉ：勾配 

  ｎ：粗度係数 

0．6 

0．9 

22㎜ 

117㎜ 

128㎜ 

 

0．035 

0．015 

結 

果 

越流水深 

許容放流量 

調整池必要容量 

38．1cm 

15.89㎜／hr 

2,865ｍ３ 

  Ｄ：管径 

オリフィスの必要断面積 

調整池が空になる時間 注） 

72．2cm 

0.0179m２ 

19.98時間 

    注）調整池の上部面積と底面積が同一と仮定して試算 
 

  （１） 許容放流量 
       Ｑ：開発前流出量 

           Ｑ＝１／360×ｆ１×Ａ”×ｒ＝  0．1148m３／ｓ 

               ｆ１：開発前流出係数    ＝  0．6 

               Ａ”＝Ａ１＋Ｂ＋Ａ２    ＝  3．1300ha 

               ｒ  ：下流無害流量に対応する降雨強度＝22㎜／hr（１／１確率降雨強度） 

       Ｑ２：開発後直接流出量 

           Ｑ２＝１／360×ｆ２×Ｂ×ri ＝  0．0351m３／ｓ 

               ｆ２：開発後流出係数    ＝  0．9 

               Ｂ  ：直接流出面積      ＝  0．120ha 

               ri  ：１／50確率降雨強度＝  117㎜／hr      

       従って、許容放流量は、                                

           Ｑ１＝Ｑ－Ｑ２＝0．0797m３／ｓ                         

      許容放流量に対応した降雨強度の決定 

 合理式により 
ｒｃ＝ 

360×Ｑ１ 
＝15．89㎜／hr 

          Ａ’＝ 3．010ha 

 Ａ’×ｆ１           ｆ１＝0．6 

      注）15 ㎜／hr以上ならばＯＫ、未満ならば計算にて24時間以内に調整池が空になることを確認

する。 
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 （２）必要調整容量の算出 
         開発区域内の流入面積に対応した必要調整量 

           Ｖ１＝（ｒｉ×ｆ２－ｒｃ／２×ｆ１）α×ｔｉ×60×Ａ１×１／360＝2，564m３ 

         開発区域外の流入面積に対応した必要調整量 

           Ｖ２＝（ｒｉ×ｆ１－ｒｃ／２×ｆ１）α×ｔｉ×60×Ａ２×１／360＝   301m３ 

                 ｔｉ：降雨継続時間30分       開発面積２ha未満    α＝１ 

                                               開発面積２ha以上    α＝２ 

         従って、調整池の必要容量は、  Ｖ＝Ｖ１＋Ｖ２＝2，865m３ 

 

   （３）オリフィス断面の検討 

        （１）により算出した許容放流量0．0797 m３／ｓとすると、 

       オリフィスの断面ａは、 

ａ＝ 
Ｑ 

＝0．0179㎡ 
  ｇ：9．8ｍ／ｓ２ 

Ｃ×（２ｇｈ）１／２   ｈ：オリフィスの中心水深＝2．810ｍ 

       オリフィスの断面積 

            正方形なら    一辺  13．37cm 

            円形なら      直径  15．10cm 

 

   （４）余水吐の検討 

        余水吐は、100年確率降雨強度の1．5倍以上の流量を流すことができる断面を確保する。 

        余水吐の流量Ｑは、 

          Ｑ＝１／360×f2×A1×r’×1．5＋１／360×f1×A2×r’×1．5＝1，371m３／ｓ 

               r’：１／100確率１時間降雨強度＝128㎜／h 

        余水吐断面の決定 

          Ｑ＝２／15×α×h×（２ｇｈ）１／２×（３Ｂ０＋２Ｂ１）＝1．371 m３／ｓ 

                          α：越流係数＝0．6 

          上記の流量を流すためには、水通しの幅を次のように決めると 

                      Ｂ０：水通し長（下幅）＝  3．30ｍ 

                      Ｂ１：水通し長（上幅）＝  3．30ｍ 

        越流水深は、  ｈ＝  38．1cm以上必要である。 

 

    （５） 放流管の断面検討 

        調整池からの流出量は(4)で算定した1，371m３／ｓを用い、 

         流量Ｑ＝Ａ×Ｖ 

              流  速  Ｖ＝１／ｎ×Ｉ１／２×Ｒ２／３        ｎ：粗度係数＝0．015 

             断面積  Ａ＝π／４×Ｄ２     Ｉ：勾    配＝0．035    Ｒ：径    深＝Ａ／Ｓ 

        従って、５の(6)の式から、次の管径以上の放流管が必要となる。 

Ｄ＝ 
ｎ×Ｑ 3／８ 

＝72．2cm 
0．262×Ｉ１／２  
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 （６） オリフィスからの許容放流量 
       時間降雨強度15㎜以上又は24時間程度で調整池が空になるよう放流量を確保すること。   
       水深が変化しても、流速が変わらない下図のような調整池における計算方法は次のとおり。 
 
                                            ｈ：オリフィスの中心までの水深   2．81ｍ 

                  Ｖ                        Ｖ：調整池容量                 2，865ｍ３ 

                             ｈ             調整池が矩形構造と仮定した場合  

                                      ｖ    Ａ：調整池底面積＝Ｖ／ｈ        1,020㎡ 

                                       →   ａ：オリフィスの必要断面積    179cm２以下 

                  Ａ              ａ      ｖ：オリフィス出口の流速＝  ２ｇｈ 

                                                   Ｈ．Ｗ．Ｌで最大流速＝7．421ｍ／ｓ 

                                            ｑ：オリフィスからの流量＝Ｃ・ａ・ｖ 

                                                   Ｈ．Ｗ．Ｌで最大流量＝0．0797ｍ３／ｓ 

       調整池が空になる時間は、 

ｔ＝ 
２Ａ 

・ｈ１／２×１／3600＝19．98時間≦24時間 
Ｃ・ａ・（２ｇ）１／２ 

           ただし、調整池は完全な矩形で、オリフィスの中心深さを有効貯流水深と仮定している。 
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（４）調整池の多目的利用 

     ① 駐車場兼用の場合 

       駐車場兼用調整池は、一般に専用調整池を補完するものであるが、将来にわたり調整機能

を確保することができる場合に用いられる。 

      ア 湛水頻度は、１年に１回程度でもよいが、常時駐車していることが多い賃貸用や団地 

の駐車場においては、３年に１回程度とすること。 

      イ 貯留水深は最大15cmまでとする。        

      ウ  駐車場の舗装面は降雨時の排水性能を高めるよう、透水性舗装とし、２％程度の勾配を 

設けることが望ましい。 

      エ  合併浄化槽等の人孔は貯留部に設けないこと。 

 
 
      ○ 駐車場兼用調整池の参考図 
                                    H.Ｈ.Ｗ.Ｌ 
                                   Ｈ.Ｗ.Ｌ                    15cm 
                                                                                 放流管 
                              ２％                 グレーチング 
                                         浸透側溝・浸透桝等 
                                                                          オリフィス 
 
 
 

② 公園等兼用の場合 

     ア 避難通路、転落防止柵等を設置する等利用者の十分な安全が確保されるよう配慮するこ

と。 

     イ 導入施設が公園の場合は、原則として湛水しない敷地部分を設け、湛水する部分の敷地

の割合は５割以下とし、敷地のり面は１：３より緩い勾配とすることが望ましい。 

     ウ 公園等兼用調整池においては、幼児・学童の安全性に配慮することにより、貯留限界水

深を50cmとすることができる。ただし、大学、工場等の広場、グラウンド兼用調整池等

は管理者との協議が整えばこの限りでない。 

     エ 湛水頻度は、導入する施設により異なるが、多くても１年に１回程度とすることとし、

原則として１年に１回程度の降雨強度に対しては、専用調整池部分を設けること。ただ

し、将来にわたり良好な管理維持が期待できる場合は、浸透施設を設けて対処すること

ができるものとするが、地形、地質等の特性や現地における浸透能力等を十分調査し、

放流先の河川管理者及び公園等管理者と協議の上、決定すること。 
     オ 退水後、施設又は工作物の洗浄に用いる給水栓（施設）を適所に設けること。 
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     ○ 公園等兼用調整池の参考例 
       о公園兼用の場合 
                                        公    園 
                   非湛水区域                  湛水区域 
                遊戯広場    花壇      植栽           (専用調整池部分) 
                                                          H.Ｈ.Ｗ.Ｌ 

                                     １：３以上           Ｈ.Ｗ.Ｌ 
                                          
                                                    ↑ 浸透側溝・浸透桝等  ↑ 
 
 
       о広場兼用の場合                                余水吐 
                                H.Ｈ.Ｗ.Ｌ                                   ネットフェンス 
                                Ｈ.Ｗ.Ｌ 

                                                                            放流管 
                                  浸透側溝・浸透桝等 
                                              グレーチング   
                                                                   オリフィス 
    
 

カ 公園等との重複利用が行われる場合は、その管理者と調整し、事故の連絡先を明確に

し、標識は児童でも容易に理解できるものとすること。 
 
     ＜標識板の例＞   

                  調  整  池  平  面  図 
    この池は大雨のとき、雨水をためこみ、下流に少しずつ流し、河川や下水道の氾濫を 
  少なくする役目をします。 調 整 池 概 要  
            公園 貯 水 量 ○○ｍ３  
  水    深 ○○ｍ  
 貯水面積 ○○㎡  
 
 
                          
      雨が降っているときは、キケンですから中に入らないでください。 
 
        管理者  ○  ○  ○  ○                連絡先  □  □  □  □   
          TEL  （△△）△△△△                TEL  （△△）△△△△ 
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   ③地下調整池 
      調整池はオープン型を原則とするが、市街化区域等で土地の高度利用を図るために、地下式

調整池を設置する場合がある。地下式調整池は、維持管理が困難であり、問題点も多いので、

設置にあたっては、放流先河川等の管理者と十分協議すること。 
 
     ア 地下式調整池は、清掃、点検等が困難なものが多いことから、施設容量は必要量に１割

程度の余裕を見込んで計画すること。 
     イ 梁、柱、ハンチ等の突起物は、有効貯留量に含まない。 

ウ 開発区域内外からの流入土砂が少ないこと。 
     エ 地下調整池は、常時においては雨水や土砂等が滞留しないような構造とすること。その

ため底版には排水後の土砂、ヘドロ等の清掃を考慮して２％程度の排水勾配及び排水溝

を設けること。 
オ 維持管理に支障がないよう、換気口、点検口等が適切な位置に配置されていること。 
カ 維持管理において調整池内の視認性高い構造となっていること。また、土砂の清掃等が

可能である構造となっていること。 
キ 完成後の検査が困難な場合は、調整池部分が完成した時点で中間検査を受け、調整池容

量、高さ等の確認を受けること。 
 
（５）既設調整池の廃止・縮小・改変に関する取扱い 

     開発行為により設置された調整池については、排水施設の河川等への接続を前提として、当

該河川管理者との協議を経て設置されたものであることから、原則として、縮小、廃止、構造

の変更等を認めない。ただし50年確率降雨強度（場合によっては30年確率降雨強度を含む。）

に対応した河川改修計画が完了した場合であって、調整池を廃止又は縮小しても防災上支障が

ないと認められるときは、開発事業者の申出により、河川管理者と協議の上、その廃止又は縮

小を認める。 
 
（６）工事施工中の仮の防災調整池等 

    工事施工中においては、急激な出水・濁水及び土砂の流出が生じないよう、周辺の土地利用

状況、造成規模、施工時期等を勘案し、必要な箇所については濁水等を一時的に滞留させ、あ

わせて土砂を沈殿させる貯留施設を設置する必要がある。  
本市では、許可の条件として、防災調整池等の防災施設の完了（検査合格）後、造成工事に

着手すべきこととしている。防災工事中においても必要に応じて仮の防災調整池等を設けるこ

とが必要である。 
 

（７） 沈砂池 

   ①「造成工事」によって生ずる流出土砂の防止施設を設置する場合は、「大規模開発に伴う調 

整池技術基準（案）」、「宅地防災マニュアル」、「政令第26条第2号（河川等への排水）の

設計基準について」等によること。 

②工事施行中の堆積土砂量は、浚渫等により除去しない場合は、土地に対する工事が全て完 

了するまでの期間を設計堆積年数とする。 

   ③工事施行中においてＮ年毎に、その期間の堆積量を浚渫若しくは掘削して除去するとい       
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う条件下では、設計堆積年数をＮ年とすることができる。 
    ④堆積土砂の浚渫等を計画する場合は、維持管理に必要な搬出・進入路、門扉等を設ける 

ものとする。  
    ⑤沈砂池については、開発行為完了後の維持管理、安全管理に問題が生じるケースが多い 

ので、公園等の多目的利用を図る調整池には、原則として沈砂池を設けないこと。やむ

を得ず設ける場合にあっては、沈砂池が不要になった時点で埋め戻すこと。 
 
（８） 浸透井の設計基準 

          浸透井の設置は、雨水の地下かん養を図り、よって健全な水循環システムに寄与するこ

とを目的とする。設計においては、雨水の浸透により地盤への悪影響を及ぼすことから、

地形、地質等の特性や現地における浸透能力等を十分に調査した上で、支障のない範囲で

計画すること。 
    設置については、｢浜松市雨水浸透施設設置推進要綱、技術指針｣等によること。 

 
    ①設置禁止区域 

      砂防指定地、地すべり防止区域若しくは急傾斜地崩壊危険区域又は地下へ雨水を浸透さ

せることによって、法面の安全性が損なわれるおそれのある地域若しくは他の場所の居住

及び自然環境を害するおそれのある地域には浸透井等は設置できない。 
   また、がけ付近（がけ面に安全な擁壁が設置される場合も含む。）では、がけの高さの２

倍の距離の範囲を避けて浸透井・浸透桝を設置すること。 
 
 
 
   ＜切土の場合＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

× ○ 

ｈ 

2ｈ 2ｈ 

× ○ 

設置禁止区域 

地山 
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＜盛土の場合＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    ②浸透係数 

     一般的な浸透係数は下表によるが土質が細砂利、シルト、粘土については、別途土質調

査を行い浸透係数を求めること。  
      ア 資料調査     

・  地形図、地質図等の既存資料 
            ・  近接井戸による調査 
      イ 地盤調査    

・  ボーリング調査、土質調査等 
      ウ  浸透施設の設置可能範囲の調査 
          開発区域の地形、地質、地下水位等から地盤の浸透可能範囲を検討するとともに、 

防災上の観点から斜面等の地形について調査し、浸透施設の設置可能範囲を設定する。 
      エ 現地浸透試験 
          設置可能範囲を対象に、現地において注水試験を実施し、浸透能力を測定する。 

 
 

土質 粘土 シルト 微細砂 細砂 中砂 荒砂 小砂利 

粒径(mm) 0～0.01 0.01～0.05 0.05～0.10 0.10～0.25 0.25～0.50 0.50～1.0 1.0～5.0 

k(cm/s) 3× 10
   -6

 4.5× 10
   -4

 3.5× 10
   -3

 0.015 0.085 0.35 3.0 

浸透型流出抑制施設の現地浸透能力調査マニュアル試案（建設省土木研究所）より 

 
    ③維持管理 

       浸透施設においては、ゴミ・土砂等の流入によって機能が低下することがあるので、必要

に応じて防塵対策を講ずること。 

× ○ 

ｈ 

2ｈ 

× ○ 

設置禁止区域 

地山 

2ｈ 
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④浸透井の浸透量 

◎浸透施設における単位設計浸透量Ｑ(㎥/hr) 

○浸透施設の単位設計浸透量Ｑの算定 

単位設計浸透量Ｑ＝Ｑｆ×Ｃ 

Ｑｆ:浸透施設の基準浸透量（㎥/hr） 

Ｃ :各種影響係数（一般的には0.81） 

地下水位による補正 ×0.9 

目詰まりによる影響 ×0.9 

 

 

○浸透施設の基準浸透量Ｑf(㎥/hr)の算定 

基準浸透量Ｑf＝Ｑt÷Ｋt×Ｋf 

＝ｋ×Ｋf 

Ｑｔ:浸透試験での終期浸透量(㎡/hr) 

Ｋｔ:試験施設の比浸透量(㎥/hr) 

Ｋｆ:浸透施設の比浸透量(㎡) 

ｋ :土壌の比浸透係数(ｍ/hr) 

 

 

○浸透施設の比浸透量Ｋｆ 

正方形ます(浸透面：側面及び底面、幅≦1ｍ) 

比浸透量Ｋf＝ａ×Ｈ2＋ｂ×Ｈ＋ｃ 

Ｈ:設計水頭(ｍ) 

Ｗ:施設幅(ｍ) 

ａ＝0.120×Ｗ＋0.985 

ｂ＝7.837×Ｗ＋0.820 

ｃ＝2.856×Ｗ－0.283 

 

円筒ます(浸透面：側面及び底面、0.2ｍ≦直径≦1ｍ) 

比浸透量Ｋf＝ａ×Ｈ2＋ｂ×Ｈ＋ｃ 

Ｈ:設計水頭(ｍ) 

Ｄ:施設幅(ｍ) 

ａ＝0.475×Ｄ＋0.945 

ｂ＝6.070×Ｄ＋1.010 

ｃ＝2.570×Ｄ－0.188 

 

（「雨水浸透施設技術指針(案)調査・計画編」より） 
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【参考】浸透施設の単位設計浸透量、標準構造図、配置図 

◎浸透井（深型） 

円筒ます（浸透面：側面及び底面） 

Ｈ＝1.5 (ｍ) 

Ｄ＝0.5 (ｍ) 

 

比浸透量Ｋf＝ａ×Ｈ2＋ｂ×Ｈ＋ｃ 

ａ＝0.475×Ｄ＋0.945 

ｂ＝6.070×Ｄ＋1.010 

ｃ＝2.570×Ｄ－0.188 

Ｋｆ＝9.82 (㎡)  

 

単位設計浸透量Ｑ＝ｋ×Ｋf×Ｃ 

＝ｋ×9.82×0.81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計水頭Ｈについては実際の構

造では2.05ｍであるが、比浸透量

の算定式において適応範囲の目安

を約 1.5ｍとしていることからＨ

＝1.5ｍとして計算を行う。 
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◎浸透井（浅型） 

※地下水位が高く浸透井（深型）が設置できない場合に使用 

正方形ます（浸透面：側面及び底面） 

Ｈ＝0.7 (ｍ) 

Ｗ＝1.0 (ｍ) 

比浸透量Ｋf＝ａ×Ｈ2＋ｂ×Ｈ＋ｃ 

ａ＝0.120×Ｗ＋0.985 

ｂ＝7.837×Ｗ＋0.820 

ｃ＝2.856×Ｗ－0.283 

Ｋｆ＝9.17 (㎡)  

 

単位設計浸透量Ｑ＝ｋ×Ｋf×Ｃ 

=ｋ×9.17×0.81 
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第４章 給水施設外（給排水・ガス・電気・電話施設に関する基準） 

【関係法令】法第33条第1項第4号 
（１）設計の原則 

     これらの施設の設計施工は、区域内人口、予定建築物の用途等による需要に支障をきた

さないよう、各事業者の指示に従い計画すること。 
     また電柱等の建柱位置は、原則官地内としないこと。 

（２）事前協議（法32条協議） 

     開発者は、計画について各事業者と協議を行い、同意書（電気・ガス・電話については

協議済印を押した図面）を開発許可申請書に添付しなければならない。 
     また、埋設位置が官地となる場合には、各公共施設管理者と協議を行なわなければなら

ない。 
（３）工事の検査 

     道路下の地下埋設管（水道・ガス）の検査は、表層路盤を施工する前に事業者の検査を

受けることを基本とし、その実施については、関係管理者と協議による。 
（４）施設の移管 

     開発行為により公道に認定される部分に布設された地下埋設管（水道・ガス）は、原則

として各事業者へ無償で提供されるものとする。 
 
 
第５章 地区計画等への適合 

【関係法令】法第33条第１項第５号 
地区計画等が定められている地域において開発行為が行われる場合には、予定建築物等の用

途又は開発行為の設計が、当該地区計画等の内容に即して定められること。 
 

（１）地区計画等の種類 

①地区計画  再開発等促進区（法第12条の5第4項第2号に規定する施設の配置及び規 

模が定められているものに限る。）又は地区整備計画 

      ②防災街区整備地区計画  地区防災施設の区域、特定建築物地区整備計画又は防災街区整

備地区整備計画 
      ③沿道地区計画  沿道再開発等促進区（幹線道路の沿道の整備に関する法律第９条第４項

第２号に規定する施設の配置及び規模が定められているものに限る。）又は沿道地区整

備計画 
      ④集落地区計画  集落地区整備計画 
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第６章 公共公益施設 

第１節  公共公益施設等の配置に関する基準 

【関係法令】法第33条第1項第6号 政令第27条 

一般の住宅団地における公共・公益的施設等の配分は、下表を参考とする。 

住居構成と施設配置 
近隣住区域   1 2 3 

戸     数 
人     口 

 50～150 

200～600 

（隣保区） 

 500～1,000 

2,000～4,000 

（分    区） 

2,000～ 2,500 

7,000～10,000 

（近隣住区） 

 4,000～ 5,000 

14,000～20,000 

（学 

 8,000～10,000 

28,000～40,000 

区） 

教 育 施 設  幼  稚  園 小  学  校 中  学  校 高等学校 

福 祉 施 設  保育所、託児所   (社会福祉施設) 

保     健  診療所（巡回） 診療所（各科） 
 病院（入院施設） 

保  健  所 

保     安 
防火水槽 

(防火栓) 

警察派出所

（巡    回） 

巡査駐在所 
消防(救急)派出

所 

 警  察  署 

消  防  署 

集 会 施 設 集 会 室 集  会  所  公  民  館 

文 化 施 設    図  書  館 

管 理 施 設  管 理 事 務 所 市・区 役 所 出 張 所 

通 信 施 設  ポスト、公衆電話 郵便局、電話交換所 

商 業 施 設  日 用 品 店 舗 専門店、スーパーマーケット 

ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ施設  共 同 浴 場 新聞配達所 銀     行 映画館、娯楽施設 

第２節 ごみ集積所に関する基準 

（１）基本事項 

ア ごみ集積所は、予定建築物および計画人口を考慮し計画すること。 
ただし小規模な宅地分譲の開発行為においては、地元自治会との協議により既設集積場

が利用できる場合は新設を要しない。 
    イ ごみ集積所の設置に関しては、地元自治会、清掃担当部局と協議すること。 

（２）施設計画  

  ア 集積場は原則として計画戸数10～15戸に対して1箇所の割合で計画すること。 

  イ １箇所あたり3㎡を基本とし、周囲をフェンス・ブロック等で囲み、床はコンクリート 
仕上げとすること。 

  ウ 位置については、公道に接し、収集が安全かつ効率的に行うことができる位置に計画す 
ること。 

    Ⅰ 清掃時を考慮し、前面道路側溝にグレーチングを設置すること。 
    Ⅱ 建築物となる施設を設置する場合は、建築確認申請が必要となるため注意すること。 
（３）用地等の寄附 

施設に関しては地元自治会管理とし、用地については原則として市へ寄附するものとする。 
ただし地元自治会が法人格を有しているときは、用地は地元自治会に寄附するものとする。 
 

第３節 集会施設に関する基準 

 （１）宅地分譲の開発行為で宅地数が50戸以上となる場合には、集会場敷地を設けること。ただ

し、地元自治会との協議により既設集会所で充足する場合はこの限りでない。 

 （２）敷地面積は230㎡以上とする。 
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第７章 地盤の安全等 

【関係法令】法第33条第１項第7号  

第１節  地盤の安全等に関する基準 

（１）基本事項 

開発行為により造成する際においては、地盤の沈下、がけ崩れ、出水その他による災害の

防止をするために開発区域内の土地について、地盤の改良、擁壁、又は排水施設の設置、そ

の他安全上必要な措置が講ぜられるように設計が定められていること。 

事業に伴うがけ崩れ、土砂の流出等による災害及び地盤の沈下、溢水等の障害を防止する

ために、切土、盛土、法面の保護、擁壁、軟弱地盤の対策について、適切な設計をする必要

がある。そのためには、事前に土質調査等を行い、開発事業区域（必要に応じてその周辺区

域を含む）の状況を十分に把握することが必要である。 

土質調査については、建物の設計用に調査するスウェーデン式サウンディング試験等での

簡易試験による対応も可とするが、義務設置擁壁の設置時や、簡易試験により軟弱地盤と想

定される層が確認された場合については、標準貫入試験等により詳細の状況を確認すること。 

また、設計に際しては、造成された宅地は優良宅地としても位置付けられることから、開

発行為の目的がその他（非自己用）においては開発区域周囲のがけにより静岡県建築基準条

例第10条（がけ条例）に抵触する区域が区域内に存しないこととする。 

 

（２）盛土規制法等への適合 

工事内容が盛土規制法等の許可を要する規模の場合、開発区域内の土地の全部又は一部が

下記の表に掲げる区域内の土地であるときは、同表の規定に適合していること。下表①及び

②に該当する開発行為は盛土規制法の工事の許可を受けたものとみなされるため、本基準「第

7 章」と盛土規制法に基づく手引「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」に相違があ

る場合、「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の基準が優先されるものとする。 

ただし、開発区域内の公共施設用地（公園、道路等）においては、盛土規制法の適用除外

となるため第7章の基準が適用される。 

① 宅地造成等工事規制区域 盛土規制法第13条の規定に適合するものであること。 

② 特定盛土等規制区域 盛土規制法第31条の規定に適合するものであること。 

③ 津波災害特別警戒区域 

（令和7年4月1日時点 

浜松市内区域指定なし） 

津波防災地域づくりに関する法律第75条に規定する措置

を同条の国土交通省令で定める技術的基準に従い講じる

ものであること。 
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＜盛土規制法の許可を要する規模＞ 

盛土規制法の許可を要する規模とは、盛土規制法における宅地造成等工事規制区域

内（特定盛土等規制区域内も同様）で行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工

事を指す 

 

  ○土地の形質の変更（盛土・切土） 
①盛土で高さが1ｍ超の崖を生ずるもの      ②切土で高さが2ｍ超の崖を生ずる

もの 
 
 
 

 
③盛土と切土を同時に行い高さが2ｍ超の     ④盛土で高さが2ｍ超となるもの（① 
崖を生ずるもの                 を除く） 

 
 
 

 
 
⑤盛土又は切土をする土地の面積が500㎡超となるもの（①～④を除く） 

                     ※30 cmを超える部分に限る 
 
                   「崖」とは地表面が水平面に対し30度を超える角度をなす 

                        土地で、硬岩盤（風化の著しいものは除く）以外のものをいう。 

 
なお、盛土規制法の許可を要さない規模の開発⾏為においても、宅地の安全性に

関して、「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」を準用することが望ましい。 

 

（３）軟弱地盤対策 

【関係法令】政令第28条第１号  
「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第8章」に準用すること。 

軟弱地盤が予想される土地において開発行為を行なう場合には、標準貫入試験等の試験を行

い、土の置換え、各種のドレーン工法による水抜き等の対策工法を講じること。 
軟弱地盤：地盤面下10ｍまでの地盤に以下のような土層が認められる場合 
①有機質土、高有機質土 
②粘土質において標準貫入試験で得られるＮ値が2以下、スウェーデン式サウンディング試

験において100kg以下の荷重で自沈するもの、オランダ式２重管コーン貫入試験における

コーン指数が4kgｆ／c㎡以下のもの 

③砂質土において標準貫入試験で得られるＮ値が 10 以下又はスウェーデン式サウンディン

グ試験において半回転数が５０以下のもの、オランダ式２重管コーン貫入試験におけるコ

ーン指数が40kgｆ／c㎡以下のもの 
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（４）がけの上端部に続く地盤面の処理 
 【関係法令】政令第28条第２号、盛土規制法施行令第7条第２項第１号 

「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第7章」に準用すること。 

     がけの上端に続く地盤面はがけの反対方向に水勾配をとらなければならない。（例１） 
     なお、がけの反対方向に勾配をとることが物理的に不可能な場合においても、がけ方向に勾

配をとり、がけの上端で地表水を一箇所に集め、堅溝を設ける等の措置をとることによって地

表水をがけ下へ流下させる等、地表水によるがけ面の浸食、がけ地盤への浸透を防止する措置

をとる必要がある。（例２） 
  

＜がけ上端の処理＞ 
（例１）                       （例２） 
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（５）切土 

【関係法令】政令第28条第3号、盛土規制法施行令第７条第２項第３号 

「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第7章」に準用すること。 

①切土後の地盤のすべり防止措置 

       「すべりやすい土質の層があるとき」とは、切土により、安息角が特に小さい場合等物理

的に不安定な土質が露出する場合、例えば波層の直下にがけ面と類似した方向に傾斜した

粘土層があるなど地層の構成がすべりを誘発しやすい状態で残される場合が考えられる。 
        このような場合は、杭の横抗力を利用してのすべり面の抵抗力の増加や、粘土層等のす    

べりの原因となる層の良質土との置換え等の安全措置を講ずべきである。 
      必要に応じ円弧滑りに対する安全を確認すること。その際の最小安全率は、常時≧1.5、

大地震時≧1.0を標準とする

②法面における小段の設置 

        切土の高さが15mを超える場合は、高さ5mごとに幅1mの小段を設けること。 

    高さ15mを超える法面には、幅3m程度の補修点検用の小段を設けることが望ましい。 
    また、切土は単一の法面勾配に切り均すこと。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）盛土 

 【関係法令】政令第28条第4号 第5号、盛土規制法施行令第７条 

 「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第7章」に準用すること。 
    ①締固め等の措置 

地盤の圧縮性を小さくし、地耐力を増加させるため、ランマー、ローラー等により転圧を 
行うこと。 

       なお、締固めは、盛土地盤の全体に及ぶよう30㎝の盛土厚ごとに締固めを繰りかえして 
行う必要がある。 

  
②段切等の措置 

著しく傾斜している土地に盛土を行った場合、雨水等の地表水の浸透や地震等の震動によ 
り、新旧地盤が接する面がすべり面となったすべりがおこりやすい。このため、段切り等す

べりに対する安全措置を講じること。 
       その他の措置としては、雑草の除去、樹木の抜根、埋め戻しの壁体の築造等が考えられる。 

W=3m程度 

H=20m 

H=15m 

H=10m 

H= 5m 

W=1～2m 

W=1～2m 

W=1～2m 

補修・点検用小段 
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    ③盛土に係る設計の指針 

      ア 盛土をする土地の地盤が、盛土や交通車両等の重量を支持できない場合は、杭打ち、

地盤改良等の対策を講じること。 
イ 盛土法面の勾配は、法高や盛土材料の種類等に応じて適切に設定し、原則として 30

度以下とすること。 
      ウ 盛土材は原則として良質土を使用すること。やむを得ず破砕岩石を使用する場合には、

径25cm以上のものは砕き、岩石間の隙間に砂利、砂等を充填し締め固めるものとし、

盛土面下30cm以下に使用すること。 

    エ 盛土高さは原則として15m以下とし、必要に応じて円弧滑りに対する安全を確認する。

その際の最小安全率は、常時≧1.5、大地震時≧1.0を標準とする。 

    オ 安定計算に用いる粘着力及び内部摩擦角の設定は、原則として盛土に使用する土を用

いて、現場含水比及び締め固め度に近い状態で作成した供試体のせん断試験により求

めること。 
      カ 法高が大きい場合には、法高5mごとに幅1～2mの小段を設けること。 

      キ 傾斜した地盤を盛土するときは、高さ50㎝、幅1m程度以上で段切りを行い、排水の

ため、2～5%の横断勾配をとること。ただし、地盤高の差が5m未満であり、かつ、現

地盤の勾配が15度（約1:4）未満の場合は、この限りでない。 
 
 
 
                                                                 

            

 

 

 

 
    ク 盛土によって生じる20m以上の長大な法面には、原則として法長の１／３以上は、擁

壁工、法枠工等の永久構造物を設置すること。 

      ケ 盛土の施工にあたっては、１回の敷均し厚さ（まき出し厚さ）を適切に設定し、均等

かつ所定の厚さ以内に敷き均すこと。なお、まき出し厚さは30cmとする。 

         土の乾燥密度によって規定する方法で、締め固め度が85％以上になるように締め固め

れば、宅地地盤としての性質を満足するものとなるといわれている。 

      コ 盛土床面に地下水、湧水等のある場合には、暗渠工法、フィルター層、その他工法に

より地下水、湧水等を排除する施設を設けること。 

サ 渓流を埋立てる場合には、本線、支線を問わず在来の渓床に必ず暗渠工を設けること。

暗渠工は、樹枝状に埋設し、完全に地下水の排除ができるように計画すること。支渓

がない場合又は支渓の間隔が長い場合には、20ｍ以下の間隔で集水暗渠を設けること。 

          暗渠工における幹線部分の管径は30cm以上とし、支線の部分は20cm以上とすること。

30  ゚

H=15m 

H=10m 

H= 5m 

W=1～2m 

W=1～2m 

30  ゚

30  ゚

段切り 

＜段切り部詳細＞ 

1m程度 1m程度 

50cm程度 

50cm程度 
2～5%  
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（７）がけ 

   【関係法令】政令第28条第6号、盛土規制法施行令第８条 

「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第8章」に準用すること。 

     がけ：地表面が水平面に対し30度を超える角度を成す土地で硬岩盤（風化の著しいものを

除く。）以外のものをいう 

   ①擁壁を要するがけ・要しないがけ 

 【関係法令】省令第23条第1項、盛土規制法施行令第８条 

「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第8章」に準用すること。 
      切土又は盛土に際し生じるがけについては、擁壁で覆うこと。 
      法のただし書における、切土した場合における緩和規定で、切土した土地の部分に生ずる

こととなるがけ又はがけの部分の土質に応じて設置しなくてもよい勾配又は高さは次のとお

りである。 
ア  擁壁を要するがけ 

    【切土】              【盛土】                 【切土・盛土】 
 
 
                         ＞２m                   ＞１ｍ                          ＞２m 
 

イ  アのうち擁壁を要しないこととされている「切土」のがけ 
     区分 
 
土質 

擁  壁  不  要 がけの上端から垂直距離

５mまでは擁壁不要 擁 壁 が 必 要 

Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

軟岩（風化の

著しいもの

を除く。） 

がけ面の角度が 60 度

以下のもの 
 
 
 
         θ 
 

θ≦60  ゚

がけ面の角度が 60 度を

超え80度以下のもの 
 
                  
 
        θ 
 

60゜＜θ≦80  ゚

がけ面の角度が 80 度を

超えるもの 
 
 
 
        θ 
 

θ＞80  ゚

風化の著し

い岩 

がけ面の角度が 40 度

以下のもの 
 
 
 
 
       θ 
 

θ≦40  ゚

がけ面の角度が 40 度を

越え50度以下のもの 
 
                  
 
 
       θ 
 

40゜＜θ≦50  ゚

がけ面の角度が 50 度を

超えるもの 
 
 
 
 
       θ 
 

θ＞50  ゚

砂 利 ､ 真 砂

土､関東ロー

ム､硬質粘土

その他これ

らに類する

もの 

がけ面の角度が 35 度

以下のもの 
 
 
 
       θ 
 

θ≦35  ゚

がけ面の角度が 35 度を

超え45度以下のもの 
 
                   
 
       θ 
 

35゜＜θ≦45  ゚

がけ面の角度が 45 度を

超えるもの 
 
 
 
       θ 
 

θ＞45  ゚

α α 

5m 

α 

5m 

5m 
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    （留意点）この表に掲げる土質に該当しない土質、即ち、岩屑、腐植土（黒土）埋土その他

の軟土及び「砂利、真砂土……その他これらに類するもの」に該当しない土質のがけ又はが

けの部分は、切土であっても、擁壁を要しないこととされている「切土」のがけに該当しな

い（盛土規制法施行令第8条第1項イの解釈）。 
 
   【参考】土質の説明 

土質区分 摘          要 

軟岩   岩石を硬度によって、硬岩と軟岩に分類した場合の軟岩であって、通常堆積岩

（水成岩）、変成岩の大部分がこれに該当する。この軟岩には「風化の著しいも

のを除く。」との条件が付けられているが、実際上、風化が著しいか著しくない

かを判定することは困難であるが、軟岩には節理のあるものとか、水に溶け易い

とかによって風化し易い性質のものと風化し難いものとがある。風化し易い性質

の軟岩は露出していると風化が進行していく。実際の判定にあたってはこのこと

も考慮に入れなくてはならない。従って、この軟岩（風化の著しいものを除く。）

は、一般的には頁岩（泥岩又は土丹岩と呼ばれるもの）、凝灰岩（大谷石等）が

これに当るものと考えられる。 
風化の著

しい岩 
  一般的に砂岩、石灰岩等の軟岩及び地表に露出した花崗岩等の硬岩がこれにあ

たる。花崗岩の場合には一部は風化して砂になってしまっているが大部分が岩で

あるような状態のものも含む。ただし、花崗岩等の場合には軟岩ほどには風化の

進行が著しくないので、現に風化しているかが判定の際の大きな要素となる。 
砂利、硬

質粘土 
主として洪積層以前の地層の砂利（礫）を指すものである。 

真砂土 花崗岩が風化して砂になったもので、全部砂になってしまったもののほか、大部

分が砂になって一部岩が残るような状態のものを含む。 
関東ロー

ム 
関東地方に広く分布している赤土層で、関東周辺の火山から降ってきた火山灰が

地表に積もって風化したもの。 
その他こ

れらに類

するもの 

切土した場合がけ面の崩壊に対する安全性が砂利、真砂土、関東ローム、硬質粘

土と同程度であること。即ち、土の粘着力及び内部摩擦角がこれらと同等程度の

ものをいう。 
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      ウ 省令第23条第１項第２号の「この場合において……」以下のみなし規定の意義 
 
                                                     イに該当する          
      擁壁を要                                       がけの部分 
      しないが 
      けの部分      合計で５ｍ                      アに該当する            
                                                    がけの部分 
 
                                                     イに該当する          
                   地盤面                            がけの部分 
 
         上記の図で、イに該当するＡ及びＣのがけは、アに該当するＢのがけで分離されている

が、イの適用に当っては、Ａ及びＣのがけは連続するものとみなされるため、その上端か

ら５ｍ以内の部分には、擁壁は要しないこととなる。 
   ②一体のがけ 
     【関係法令】省令第23条第2項 
         がけの途中に、小段、道路、建築敷地等を含んで上下に分割されている場合におけるが

けの一体性について以下に定める。 
 
     一体のがけとみなされる場合             一体のがけとみなされない場合 
 
 
 
 
                  
 

    ③擁壁設置の適用除外 

   【関係法令】省令第23条第3項、盛土規制法施行令第８条第１項 

「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第8章」に準用すること。 

        災害の防止上支障がないと認められる土地においては擁壁設置の適用が除外される。 

「災害の防止上支障がないと認められる土地」とは、地盤自体が安定していることはもと

より、未利用地等で周囲に対する影響が少ない所といった立地条件、土地利用状況等を考

慮して判断される。 

    

 

 

 

 

30° 30° 

A 

B 

C 
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④法面保護 

     【関係法令】省令第23条第4項、盛土規制法施行令第15条 

    「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第8章」に準用すること。 

        擁壁の設置義務のない法面についても、風化、地表水による浸食から保護するための保

護工を行わなければならない。保護工は石張り、モルタル吹付け、芝等の植物による緑化

工、編棚工、コンクリートブロック張工、法枠工等が考えられる。 
 

 
注）宅地区画を土羽仕上げとする場合 

         宅地区画の造成を「土羽仕上げ」とする場合は、次の基準によること。 

          ア  宅盤の高低差は1.0ｍ以下であること。道路に面した宅盤は、家屋の位置、駐車

場の出入口が確定していないので土羽で残すことはやむを得ないが、宅地間の境

界部分は、原則として擁壁等を設置すること。 
         イ  恒久的な法面には、種子吹付等により植生を施すこと。 
         ウ  宅地の周囲には畦畔等を設けて宅地内の雨水が法面を流れないようにすること。 
                                             
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤切土盛土をする場合の排水処理 

【関係法令】政令第28条第7号、省令第22条第2項 
盛土規制法施行令第7条第１項第１号ロ、第2項第１号、第16条 

「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第11章」に準用すること。 

なお、崖面以外の排水施設は「第3章 排水施設」の基準によること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1m以下 
30度以下 

10cm程度 

宅地 道路 

50cm以上 
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第２節 擁壁に関する基準 

（１）擁壁に関する基準 

【関係法令】省令第23条、第27条 

盛土規制法施行令第9条、第10条、第11条、第12条、第13条、第17条、第18条 

「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の第3編技術的基準（設計）編「第８章」に準用すること。 

   ①擁壁のタイプ 

       擁壁のタイプ選定に当たっては、開発区域の関係法令による指定の状況、設置箇所の地形、

地質、土質、地下水等の自然条件、施工条件、周辺の状況及び擁壁の高さ等を十分に調査し、

高さに応じた適切な材料及び形状のものを選定するものとし、以下に示す種類の擁壁を標準

とする。 

 

      各種擁壁の概要 

種        類 形 状 特        徴 経    済 

ブロック積擁壁  ・背面の地山が締まっている、背

面が良好等土圧の小さい場合に

適用 

・設計法が確立されておらず、経

験的に断面が決定される。 

・圧密沈下のある地盤には不適 

・他の形式に比較し

て経済的 

重力式擁壁  ・基礎地盤の良い場合 

・くい基礎となる場合は不適 

・高さが４ｍ以上の

場合は不経済 

もたれ式擁壁  

 

 

 

・基礎地盤の堅固な場合 

・山岳道路の拡幅等に有利 

・主として切土部に用いられる。 

・比較的経済的 

片持ばり式擁壁 

（逆Ｔ型、Ｌ型） 

 

 

・普通の基礎地盤以上が望ましい。 

・Ｌ型は壁面に土地境界が近接し

て、つま先版が設置できない場

合に用いられる。 

・比較的経済的 

・高さが 5～7ｍの場

合が最も経済的 

控え壁式  ・基礎地盤の良くない場合に有利 

・壁高７ｍ以上の場合に用いられ

る。 

・壁高が高い場合は

経済的 
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②擁壁の高さ 

擁壁の高さは、擁壁の下部ＧＬと擁壁天端部との垂直距離を擁壁の高さとする。 

 

     

                                       

 

 

 

 Ｈ：擁壁の高さ（地盤面下の部分は高さに算入しない。） 

高さＨ=50cm以下の土留壁については、見切り壁として取扱い、以下の基準は適用しない。 

省令第23条第1項に基づき、切土又は盛土に際し生じるがけを覆う擁壁を、義務設置擁壁と

いう。義務設置擁壁並びに見切り壁以外の擁壁を任意設置擁壁という。 

 

（２）擁壁設計の方針 

    【関係法令】省令第27条、盛土規制法施行令第９条 第10条 第11条 第13条 

設置擁壁の構造及び能力に関しての技術的細目は次のとおりである。 

 

①開発許可において認められる擁壁 

   開発許可において認められる擁壁は以下のものとする。 

 ア 構造計算により安全が確かめられた擁壁  

イ 盛土規制法施行令第17条の規定による国土交通大臣認定擁壁 

ウ 「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る手引」の擁壁標準構造図に示す擁壁  

 

イ及びウの擁壁を使用する場合においては、改めて構造計算を行なう必要はないが、仕

様の条件確認や現場における地耐力等の検討は必要である。 

 

②擁壁の構造計算及び実験の原則 

擁壁の構造は、構造計算、実験等によって次のアからエまでに該当することが確かめら

れたものであること。 

 

     ア  土圧等によって擁壁が転倒しないこと。 

     イ  土圧等によって擁壁の基礎がすべらないこと。 

     ウ  土圧等によって擁壁が沈下しないこと。 

    エ 土圧、水圧及び自重（以下この号において「土圧等」という。）によって擁壁が破壊さ 

れないこと。 

 

これらの構造計算が該当しない種類の擁壁については、許可の対象とならない場合があ

るので注意すること。 

 

 

Ｈ 

GL 

GL 
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③擁壁の安定計算書の添付について 

省令第23条第1項の規定に基づき設置されることとなる義務設置擁壁及び２ｍを超える

任意設置擁壁について、安定計算書の添付が必要である。 

 

④常時における検討 

ア 擁壁全体の安定モーメントが転倒モーメントの1.5倍以上であること。 

転倒に対する安全率Ｆsは、次式を満足しなければならない。 

  Fs＝ 
Ｍｒ 

≧1．5 
Ｍｏ 

                    Ｆｓ：安全率 

                    Ｍｒ：転倒に抵抗しようとするモーメント（Ｍｒ＝Ｗ×ａ） 

                    Ｍｏ：転倒させようとするモーメント（Ｍｏ＝Ｐ×ｎ） 

 

 

 

 

                                                             Ｗ 

                                                                       Ｐ 

 

 

 

                                  ｎ 

 

                                           ｂ/3      ｂ/3       ｂ/3 

 

                                                    －ａ 

                                   ｄ                 ｂ 

                                      ＜擁壁の転倒に対する検討図＞ 

             なお、設計においては、Fsの値の規定とともに、合力の作用位置又は偏心距離ｅは

次式を満足すること。 

ｂ 
≦ｄ≦ 

２ｂ 
  又は  ｜ｅ｜≦ｂ／６ 

３ ３ 

                      ｄ：底版の前端から作用線が底版を切る点（合力の作用点あ）までの距離 

                      ｅ：偏心距離 

            ｂ：底版幅 
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  イ 擁壁底面における滑動抵抗力が滑動外力の1.5倍以上であること。 

               滑動に対する安全率Ｆsは、次式を満足しなければならない。 

 

  Fs＝ 
ＲＨ 

≧1．5                                    Ｗ      Ｐ 
ＰＨ 

                     Ｆｓ：安全率 

                     ＲＨ：滑動に対する抵抗力 

                     ＰＨ：水平力                         ＰＶ          Ｒ 

                     ただし、ＲＨ＝μ・ＰＶ 

                       μ：摩擦係数 

                     ＰＶ＝鉛直力（自重＋土圧の鉛直成分）          ＰＨ 

                                                        ＜擁壁の滑動に対する検討図＞ 

 

粘着力については、その長期変動を含めた適正な値の評価が困難であることから、

原則としてＣ（粘着力）＝0ｔ／㎡と考え、μ（摩擦係数）にその影響を含めたものと

して取り扱うこと。 

滑動に抵抗するための擁壁底版に突起を設ける工法は原則として行なわない。 

 

 

ウ 最大設置圧が地盤の長期許容支持力以下であること。 

    地盤に生ずる応力度q1、q2が、その地盤の許容応力度qaを超えてはならない。 

                 qa ≧ q1又は q2 

Q1、q2 ＝ 
ＰＶ 

（１± 
６ｅ 

） 
ｂ ｂ 

                 ｅ＝ｂ／２－Ｍ／ＰＶ                ＰＶ：鉛直力 

                 qa：地盤の許容応力度                ｅ：偏心距離 

                 q1：擁壁の底面前部で生じる応力度    ｂ：底幅 

                 q2：擁壁の底面後部で生じる応力度    Ｍ：回転モーメント 

 

 

                                Ｒ：合力                               Ｒ：合力 

 

 

 

                 ｄ    ｅ     ｂ／２                   ｄ    ｅ     ｂ／２  

 

                         ｂ                                    ｂ 

 

 

              （ｅ≦ｂ／６の場合）                 （ｅ＞ｂ／６の場合） 

                                 ＜擁壁底面の地盤反力＞ 

エ 擁壁躯体の各部に作用する応力が、材料の長期許容応力度以内に収まっていること。 
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【参考】盛土規制法施行令 

  （鉄筋コンクリート造等の擁壁の構造） 

第9条第2項  前項の構造計算は、次の各号に定めるところによらなければならない。 

（１） 土圧等によって擁壁の各部に生ずる応力度が、擁壁の材料である鋼材又はコンクリート

の許容応力度を超えないことを確めること。 

（２） 土圧等による擁壁の転倒モーメントが擁壁の安定モーメントの２／３以下であることを

確めること。 

（３） 土圧等による擁壁の基礎のすべり出す力が擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力そ

の他の抵抗力の２／３以下であることを確めること。 

（４） 土圧等によって擁壁の地盤に生ずる応力度が当該地盤の許容応力度を越えないことを確

めること。ただし、基礎ぐいを用いた場合においては、土圧等によって基礎ぐいに生ずる

応力が基礎ぐいの許容支持力を超えないことを確めること。 

       

⑤地震時における検討 

高さが2ｍ以上の擁壁及び重要度が高い擁壁については、以下の確認を行うこと。 

ア 中地震時における検討（標準設計水平震度k0=0.20） 

Ⅰ 擁壁躯体の各部に作用する応力度が材料の短期許容応力度以内に収まっている       

こと 

イ 大地震時における検討（標準設計水平震度k0=0.25） 

Ⅰ 擁壁全体の安定モーメントが転倒モーメントの1.0倍以上であること。 

Ⅱ 擁壁底面における滑動抵抗力が滑動外力の1.0倍以上であること。 

Ⅲ 最大設置圧が地盤の極限支持力度以下であること。 

Ⅳ 擁壁躯体の各部に作用する応力が終局耐力（設計基準強度及び強度）以内に収ま

っていること。 

 

        重要度の高い擁壁とは、一般的に以下による。 

          ア 鉄道や道路に面して設けられる場合 

          イ 家屋に接するか、近い将来接する可能性のある場合 

          ウ 万一の場合に地域の状況から復旧面で困難が伴うと考えられる場合 

 

⑥ 安全率（Ｆｓ）等のまとめ 

 常時 中地震時 大地震時 

転  倒 1.5 － 1.0 

（偏心距離） e≦b/6 － e≦b/2 

滑 動 1.5 － 1.0 

支持力 3.0 － 1.0 

部材応力 長期許容応力度 短期許容応力度 
終局耐力（設計基準

強度及び基準強度） 
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（３）設計条件 

      設計にあたって用いる鉄筋・コンクリート等の許容応力度及び各種の土質係数等は、盛土規

制法、建築基準法及び道路土工指針等によること。 

①土圧等 

土圧等については、実況に応じて計算された数値。ただし、盛土の場合の土圧について

は、盛土の土質に応じ別表第２の単位体積重量及び土圧係数を用いて計算された数値を用

いることができる。 
    

 別表第２（盛土規制法施行令第９条関係） 

土     質 単位体積重量（１ｍ3につき） 土圧係数 

砂利又は砂 １．８トン ０．３５ 

砂質土 １．７トン ０．４０ 

シルト、粘土又はそれ

らを多量に含む土 
１．６トン ０．５０ 

  
②擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力 

擁壁の基礎の地盤に対する最大摩擦抵抗力その他の抵抗力については、実況に応じて計

算された数値。ただし、その地盤の土質に応じ別表第３の摩擦係数を用いて計算された数

値を用いることができる。 
 
    別表第３（盛土規制法施行令第９条関係） 

土                質 摩擦係数 

岩、岩
せつ

屑、砂利又は砂 ０．５ 

砂質土 ０．４ 

シルト、粘土又はそれらを多量に含む土（擁壁の基礎底面から少なく

とも15㎝までの深さの土を砂利又は砂に置き換えた場合に限る。） ０．３ 

  

③Ｎ値からの内部摩擦角の算定方法 

 

   φ＝１５＋ １５Ｎ ≦４５ ただしＮ値は＞５ 

  

   ④擁壁部材（鋼材・コンクリート）の許容応力度 

      ア 鋼材・コンクリートの許容応力度について、盛土規制法政令第９条第３項第２号におい

ては、建築基準法施行令第90条（表１を除く。）及び第91条中、長期に生ずる許容応

力度に関する部分の例によることと定められている。 

 

 

 

【参考】建築基準法施行令 

 

  （鋼材等） 

第90条  鋼材等の許容応力度は、次の表１又は表２の数値によらなければならない。 

 

表１（略） 

表２ 
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   許容応力度 

 

 

種  類 

長期に生ずる力に対する許容応力度 

                   （単位  Ｎ/㎜２） 

短期に生ずる力に対する許容応力

度              （単位  Ｎ/㎜２） 
 

圧    縮 

引 張 り 

圧  縮 

引 張 り 

せん断補強

以外に用い

る場合 

せん断補強に

用いる場合 

せん断補強

以外に用い

る場合 

せん断補

強に用い

る場合 

丸      鋼 

Ｆ/1．5（当

該数値が

155 を超え

る場合に

は、155） 

Ｆ/1．5（当

該数値が

155 を超え

る場合に

は、155） 

Ｆ/1．5（当該

数値が 195 を

超える場合に

は、195） 

Ｆ Ｆ 

Ｆ（当該数

値が 295

を超える

場合には、

295） 

異形

鉄筋 

径28㎜

以下の

もの 

Ｆ/1．5（当

該数値が

215 を超え

る場合に

は、215） 

Ｆ/1．5（当

該数値が

215 を超え

る場合に

は、215） 

Ｆ/1．5（当該

数値が 195 を

超える場合に

は、195） 

Ｆ Ｆ 

Ｆ（当該数

値が 390

を超える

場合には

390） 

径28㎜

を超え

るもの 

Ｆ/1．5（当

該数値が

195 を超え

る場合に

は、195） 

Ｆ/1．5（当

該数値が

195 を超え

る場合に

は、195） 

Ｆ/1．5（当該

数値が 195 を

超える場合に

は、195） 

Ｆ Ｆ 

Ｆ（当該数

値が 390

を超える

場合には

390） 

鉄線の径が４

㎜以上の溶接

金網 

－ Ｆ/1．5 Ｆ/1．5 － 

Ｆ（ただし、

床版に用い

る場合に限

る。） 

Ｆ 

この表において、Ｆは、鋼材等の種類及び品質に応じて国土交通大臣が定める基準

強度（単位  Ｎ/㎜２）を表すものとする。……基準強度：平成12年建設省告示第2464

号） 

 

 

  （コンクリート） 

第91条  コンクリートの許容応力度は、次の表の数値によらなければならない。ただし、

異形鉄筋を用いた付着について、国土交通大臣が異形鉄筋の種類及び品質に応じて別に

数値を定めた場合は、当該数値によることができる。 

    （国土交通大臣の定め：平成12年建設省告示第1450号） 

 長期に生ずる力に対する許容応力度 

                   （単位  Ｎ/㎜２） 

短期に生ずる力に対する許容応力度              

（単位  Ｎ/㎜２） 

 

圧縮 引張り せん断 付    着 圧縮 引張り せん断 付    着 

Ｆ/3 

Ｆ/30（Ｆが 21

を超えるコンク

リートについ

て、国土交通大

臣がこれと異な

る数値を定めた

場合は、その定

めた数値） 

0．7（軽量骨材

を使用するもの

にあっては、0．

6） 

長期に生ずる力に対する圧縮、引張り、せ

ん断又は付着の許容応力度のそれぞれの

数値の２倍（Ｆが21を超えるコンクリー

トの引張り及びせん断について、国土交通

大臣がこれと異なる数値を定めた場合は、

その定めた数値）とする。 

この表において、Ｆは、設計基準強度（単位  Ｎ/㎜２）を表すものとする。 

２  特定行政庁がその地方の気象、骨材の性状等に応じて規則で設計基準強度の上限の数

値を定めた場合において、設計基準強度が、その数値を超えるときは、前項の表の適用

に関しては、その数値を設計基準強度とする。 
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     イ 「建設省制定  土木構造物標準設計」 

           単位体積重量及び許容応力度 

種      別 

単位体積 

重    量 

(kＮ/ｍ３） 

許容張力 

応 力 度 

(Ｎ/㎜２) 

許容圧縮 

応 力 度 

(Ｎ/㎜２) 

許容せん断 

応 力 度 

(Ｎ/㎜２) 

設計基準 

強    度 

(Ｎ/㎜２) 

コンクリート 
無  筋 23 0.225 4.5 0.33 18 

鉄  筋 24.5 － 8 0.39 24 

鉄筋（SD345） 
常  時 － 160 － － － 

地震時 － 200 － － － 

      

ウ 道路土工指針 

          Ⅰ コンクリートの許容応力度（Ｎ／ ㎜２） 

               ｺﾝｸﾘｰﾄの設計基準強度 

応力度の種類 
21 24 27 30 

許容付着 

応 力 度 
異形棒鋼に対して 1.4 1.6 1.7 1.8 

許    容 

せ ん 断 

応 力 度 

コンクリートのみでせん断力

を負担する場合 
0.36 0.39 0.42 0.45 

斜引張鉄筋と協同して負担す

る場合 
1.6 1.7 1.8 1.9 

            （注）許容付着応力度は、直径51㎜以下の鉄筋に対して適用する。 

          Ⅱ 鉄筋の許容応力度（Ｎ／ ㎜２） 

                           鉄筋の種類 

応力度、部材の種類 
ＳＲ235 

ＳＤ295Ａ 

ＳＤ295Ｂ 
ＳＤ345 

引

張

応

力

度 

荷重の組合せに衝

突荷重又は地震の

影響を含まない場

合の基本値 

1)  一般の部材 140 180 180 

2)  水中又は地下

水位以下に設け

る部材 

140 160 160 

3)  荷重の組合せに衝突荷重又は地震

の影響を含む場合の基本値 
140 180 200 

4)  鉄筋の重ね継手長又は定着長を算

出する場合の基本値 
140 180 200 

    5) 圧縮応力度 140 180 200 

     

 

⑤地盤の許容応力度 

地盤の許容応力度の求め方には、支持力理論によって求められる方法と、土質調査や原位

置載荷試験を行って求める方法がある。盛土規制法施行令第9条第3項第2号では、建築基

準法施行令第93条及び第94条に基づいて定めた値を採用することとなっており、都市計画

法の開発許可にあっても、地盤の許容応力度（又は許容支持応力度）は、地盤調査結果に基

づいて算出をするのが原則であるが、簡単な工事の場合は建築基準法施行令第93条の表に示

す値を使用することができる。 
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     【関係法令】建築基準法施行令 

 

  （地盤及び基礎ぐい） 

第93条  地盤の許容応力度及び基礎ぐいの許容支持力は、国土交通大臣が定める方法

によって、地盤調査を行い、その結果に基づいて定めなければならない。ただし、

次の表に掲げる地盤の許容応力度については、地盤の種類に応じて、それぞれ次の

表の数値によることができる。 

    国土交通大臣の定め：平成13年国土交通省告示第1113号 

 地盤 長期に生ずる力に対する許

容応力度（単位  ｋN／㎡）  

短期に生ずる力に対する許

容応力度（単位  ｋN／㎡） 

 

岩盤         1，000 

長期に生ずる力に対する許

容応力度のそれぞれの数値

の２倍とする。 

固結した砂            500 

土丹盤            300 

密実な
れき

礫層            300 

密実な砂質地盤            200 

砂質地盤（地震

時に液状化のお

それのないもの

に限る。） 

            50 

硬い粘土質地盤            100 

粘土質地盤             20 

硬いローム層            100 

ローム層             50 

 

 

    ○「建設省制定  土木構造物標準設計」  地盤の許容支持力度 

形      式 許容支持力度（kＮ／㎡） 備      考 

もたれ式 300 － 

小型重量式、重力式     200  注） － 

逆Ｔ型、Ｌ型 300 地震時は450 kＮ／㎡ 

        注）擁壁高さが2.5ｍ以上で、かつ、支持地盤が中位な砂質地盤（Ｎ値20～30）の場合には、 

       擁壁高さの0.2倍以上の根入れ深さを確保することが望ましい。 

 

    ⑥摩擦係数 

         擁壁底版と基礎地盤との摩擦係数は、土質試験により実況が把握された場合には、 

μ＝tanφ（基礎地盤の内部摩擦角） 

とする。ただし、基礎地盤が土の場合、tanφの値が0.6を超えないものとする。 

         なお、土質試験がなされていない場合には、盛土規制法施行令第9条第3項第3号ただし

書に規定する別表第３の数値を用いることができる。 
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 （４）構造細目 

【関係法令】省令第27条第2項、盛土規制法施行令第11条 第13条 

      高さ 2ｍを超える擁壁については建築基準法施行令の規定を準用する。この基準は義務擁壁

はもちろん、これによらないで設けられる任意擁壁を含め、高さ 2ｍを超える擁壁に適用とな

る。 

① 配筋 

        主鉄筋の鉄筋径と配筋間隔は、次表の組み合わせを標準とする。 

径 

 

配筋間隔 

D13 D16 D19 D22 D25 D29 D32 

125mm    ○ ○ ○ ○ 

250mm ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

鉄筋本数の低減を目的とし、応力度や鉄筋の定着などに支障のない限り配筋間隔を

250mmとすることが望ましい。 

 

主鉄筋と配力鉄筋の関係は、次表の組み合わせを標準とする。 

主鉄筋 

配力鉄筋 

D13 D16 D19 D22 D25 D29 D32 D22 D25 D29 D32 

250mm 125mm 

D13ctc250mm ○ ○ ○ ○ ○ ○      

D16ctc250mm       ○ ○ ○   

D19ctc250mm          ○ ○ 

鉄筋の末端は、かぎ状に折り曲げて、コンクリートから抜け出ないように定着しなけ

ればらない（建築基準法施行令第73条第1項）。 

        主筋の継手の重ね長さは、継手を構造部材における引張力の最も小さい部分に設ける

場合にあっては、主筋の径（径の異なる主筋をつなぐ場合にあっては、細い主筋の径。

以下この条件において同じ。）の25倍以上とし、継手を引張力の最も小さい部分以外の

部分に設ける場合にあっては、主筋の径の40倍以上としなければならない（建築基準法

施行令第73条第2項抄）。 

 

  ②鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さ（建築基準法施行令第79条） 

     鉛直壁で4cm以上、底版で6cm以上とすること。 

区        分 かぶり厚さ  

     ａ 

 

          ●     ● 

 

              ａ 

 

    ａ：かぶり厚さ 

耐力壁以外の壁又は床 ２cm以上 

耐力壁、柱又ははり ３cm以上 

直接土に接する壁、柱、床若しくははり

又は布基礎の立上り部分 
４cm以上 

基礎（布基礎の立上り部分を除く。） 

６cm以上（捨コ

ンクリートの部

分を除く。） 

 

③水抜き 

【関係法令】省令第27条第１項第2号、盛土規制法施行令第12条 

     集中豪雨時における水圧の増大による擁壁の倒壊の防止のため、擁壁の背面土中に浸透した

雨水、地下水等を有効に排出することができる水抜穴を設けるとともに、その機能が十分発



 - 95 - 

揮されるよう透水層を設けること。水抜穴の入口には、透水層の砂利、砂等が水により流れ

出さないよう吸出防止材を設置すること。 

  【関係法令】宅地造成等規制法施行令 第10条 

 

      ア 擁壁には、その背面の排水をよくするため、擁壁の面積３㎡以内ごとに内径が7.5㎝以

上の水抜穴を設け、擁壁の裏面で水抜穴の周辺その他必要な場所には、砂利等の透水層

を設けなければならない。 

イ 水抜穴の配置は、平行配置を避け、千鳥配置を採用し、水抜穴は排水方向に適当な勾配

をとること。擁壁の裏面には、水抜穴の周辺に透水層を設置する必要があるが、実際の

施工とその設置の有効性から断続的にではなく、擁壁背面全面に透水層を設置するもの

とする。 

 

  ④透水マット 

        透水マットは、高さが5ｍ以下の鉄筋コンクリート造又は無筋コンクリート造の擁壁に限

り、透水層として使用できるものとする。この場合、透水マットは擁壁背面全面に貼ること。

（部分貼りは認められない。）また、高さが3ｍを超える擁壁に透水マットを用いる場合には、

下部水抜穴の位置に、厚さ30cm以上、高さ50㎝以上の砂利又は砕石の透水層を擁壁の全長

にわたって設置すること。 

 

      ＜擁壁の高さが3ｍ以下の場合＞ 

                          30～50cm                                         30～50cm 

 

 

        ３ｍ以下                                ３ｍ以下  

                                透水マット                                   透水マット 

（全面貼り）                                 （全面貼り） 

 

 

 

＜擁壁の高さが3ｍを超える場合＞ 

                          30～50cm                                     30～50cm 

                                                                               

                                透水マット(全面貼り)                 透水マット 

     ３ｍを超え        30cm以上                                           （全面貼り） 

     ５ｍ以下                                30cm以上 

                                50cm以上                                         50cm 

 

                                   砂利・砕石等                             砂利・砕石等 

                                  止水コンクリート                        止水コンクリート 

                                 （厚さ５～10cm程度）                          （厚さ５～10cm程度） 
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ａ 

ａ 

ａ 

ａ 

鉄筋(擁壁の配筋に準じて配筋すること) 

         なお、詳細は「擁壁用透水マット技術マニュアル」によるが、下記事項に留意すること。 

        ア 練積造擁壁には用いることができない。 

        イ 透水マットは、凍結・凍上のおそれの少ない地域に限り、透水層として使用すること

ができる。 

        ウ 透水マットは、擁壁の天端より30～50cm下がった位置から最下部又は止水コンクリー

ト面まで全面に貼り付けるものとし、控え壁の両側にも透水マットを貼り付けること。 

        エ 透水マットが水抜穴を通して人為的に損傷を受けることのないよう、透水マットを擁

壁の裏面に貼り付ける前に、透水マット保護用のネット又は治具等を水抜穴裏面に取

り付けること。 

          注１） 擁壁壁面に石油系素材のマットを使用した場合には、壁面摩擦角φ／2とする。 

            注２） 裏込に砕石等を入れる目的は水抜きだけでなく、荷重の軽減を図るためでもあ

り、重要構造物では透水マットより砕石を用いることが望ましい。  

 

⑤隅角部の補強 

        擁壁の屈曲する箇所は、鉄筋及びコンクリートで補強すること。 

 
【練積み造擁壁の場合】               【鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造擁壁の場合】 

 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
     ⑥伸縮目地 

        擁壁の伸縮目地は擁壁の延長10～20ｍ程度の範囲で設け、特に、地盤の変化する箇所（切

盛界等）、擁壁の高さが著しく異なる箇所及び擁壁の構造方法を異にする箇所には必要に応

じて設けること。 

       ア  コンクリート擁壁では10ｍ程度以下、鉄筋コンクリート擁壁では20ｍ程度以下の間隔

で伸縮目地を設けること。 

       イ  ブロック積は10ｍ程度の間隔で伸縮目地を設けること。 

ウ 擁壁屈曲部付近に伸縮目地を設置する場合は、隅角部から 2ｍかつ擁壁の高さ程度の 

距離をおいて設置すること。 

 

 

擁壁の高さが3m以下のとき a=50cm 

擁壁の高さが3m以上のとき a=60cm 
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＜屈曲部付近の伸縮目地の設置＞ 
 
 
 
 
  

 
 
 
 
 
 
 
 

⑦擁壁の高さと根入れ 
        擁壁の基礎は、地盤面から0．5～1．0ｍ程度根入れされることが多いが、設計上は、根入 

れ地盤の抵抗を無視するのが一般的である。 

       

ア Ｌ型、逆Ｔ型、プレキャスト、もたれ式、重力式擁壁 

Ｌ型、逆Ｔ型、プレキャスト、もたれ式、重力式擁壁では、つま先部上面から 50cm

以上入れる。ただし、つま先版がない場合はかかと版とする。 

また、設計の基準として別に根入れ深さの規定がある場合は、その数値とする。 

 

 

 

                        擁壁の高さ 

     構造計算上       （地上高さ） 

      の擁壁高さ        根入れ深さ 

 

              

 

       イ  練積み擁壁 

      練積み擁壁の根入れは盛土規制法施行令第10条第1項第4号の規定により下図による 

 

 

 

 

     

L 

伸縮目地 

Ｌは2m以上かつ 
擁壁の高さ以上 

H ：擁壁の高さ（地上高さ） 
Ho：根入れ深さ 

Ho 

H 

根入れ高さＨ０ 

50cm以上（擁壁高H=2m以上） 

35cm以上（擁壁高H=2m未満） 

 
Ho 

H 

H1 
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   ⑧未改修水路、河川等に接して擁壁等を設ける場合 

・根入深さは河床から取ること 

     ・将来計画がある場合には根入深さは計画河床高さから取ること 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨側溝・水路等に接して擁壁等を設ける場合 

     擁壁前面に小規模なＵ字型側溝（200 角程度）を設ける場合には根入深さは地表面から

とする。 

 

ア 練積擁壁 

根入深さは水路構造物底版下面から取ること。ただし擁壁前面地盤面が水路構造     

物底版下面から30°ライン内にある場合は30°ラインからの深さとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H 

Ho H ：擁壁の高さ（地上高さ） 
Ho：根入れ深さ（1m以上） 

Ho：根入れ深さ 

Ho 
30

Ho Ho 
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イ Ｌ型、逆Ｔ型、プレキャスト、もたれ式、重力式擁壁 

根入深さは地盤面から取ること。ただし擁壁前面地盤面が水路構造物底面から 

30°ライン内にある場合は 30°ラインの下に底版厚をとることとし、側溝高(30°ラ

イン深さ)＋Ｈ1かつＨ0を満たすこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H0：根入れ深さ 
H1：底版厚 

H1 

H1 

Ho 

Ho以上 
30° 
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⑩擁壁前方の地盤が傾斜している場合及び風化浸食の恐れがある場合  

・擁壁の前面地盤は、擁壁前端から0.4倍以上かつ1.5m以上の距離にある風化浸食の恐

れのない地盤面とし、地上高、根入れ深さを求める。 

 

＜擁壁前方の地盤が傾斜している場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜擁壁前方の地盤が風化浸食の恐れがある場合＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜下方にがけがある場合の擁壁等の設置の場合＞ 

   ・がけ下面から勾配線（θ）と上面の接点（▲）から、0.4H 以上かつ 1.5m 以上より後退し

擁壁を設置すること。θは原則30°とする。 

  

土  質 勾配（θ） 

軟岩（風化の著しいもの

を除く） 
60° 

風化の著しい岩 40° 

砂利、真砂土、 

関東ローム、硬質粘土、

その他 

35° 

盛土又は腐植土 25° 

 

 

 

 

L 

H 

Ho 

L ：0.4Hかつ1.5m以上 
H ：擁壁の高さ（地上高さ） 
Ho：根入れ深さ 

風化浸食の恐れがない地盤 

風化浸食の恐れのある地盤 

L 

H 

Ho 

L ：0.4Hかつ1.5m以上 
H ：擁壁の高さ（地上高さ） 
Ho：根入れ深さ 

風化浸食の恐れがない地盤 

L ：0.4Hかつ1.5m以上 
H ：擁壁の高さ（地上高さ） 
Ｈo：根入れ深さ 

θ 

L H 

GL 

▲ 
Ho 

H1 
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⑪二段擁壁の禁止 

   ア 上下に擁壁を設置する場合は、二段擁壁とならないようにすること。 

   イ 上部擁壁は下記の全てを満たす位置に設置すること。 

Ⅰ 下部擁壁基礎（底板）底面からの勾配線（θ）と上部擁壁地盤線との接点より後退す

ること。θは原則30°とする。  

    Ⅱ 下部擁壁天端背面より0.4H以上かつ1.5m以上後退すること。（L） 

  

土  質 勾配（θ） 

軟岩（風化の著しいもの

を除く） 
60° 

風化の著しい岩 40° 

砂利、真砂土、 

関東ローム、硬質粘土、

その他 

35° 

盛土又は腐植土 25° 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

L  ：0.4Hかつ1.5m以上 
H  ：擁壁の高さ（地上高さ） 
 

θ 

GL 

H L 

H 

GL 

L 

θ 

θ 

L H 

GL 
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⑫傾斜地における擁壁等の設置 

  擁壁底面は段切りによって水平にする。やむを得ない場合には15%以下の傾斜までとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

 

＜擁壁展開図＞ 

 

 

 

 

【参考】静岡県建築基準条例（がけ付近の建築物） 

第10条  がけの高さ（がけの下端を通る30度の勾配の斜線をこえる部分について、がけの下端か

らその最高部までの高さをいう。以下同じ。）が２ｍをこえるがけの下端からの水平距離ががけ

の高さの２倍以内の位置に建築物を建築する場合は、がけの形状若しくは土質又は建築物の位

置、規模若しくは構造に応じて安全な擁壁を設けなければならない。ただし、次の各号の一に該

当する場合は、この限りでない。 

  (1) 堅固な地盤を斜面とするがけ又は特殊な構造方法若しくは工法によって保護されたがけで、

安全上支障がないと認められる場合 

  (2) がけ下に建築物を建築する場合において、その主要構造物を鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄

筋コンクリート造とした建築物で、がけ崩れ等に対して安全であると認められる場合 

静岡県建築基準条例（がけ付近の建築物）解説参照

GL 

15％以下 

θ 

L H 

GL 
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（６）建設省告示第1485号による練積み擁壁の標準構造図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①練積み擁壁の高さは5m以下とする。 

②各部の寸法は標準図によるほか背面土の内部摩擦角（φ）に応じて、各寸法表により決める。 

ただし基礎寸法表は、基礎地盤の内部摩擦角が30°未満の場合には安全を確認の上、基礎の構 

造、寸法を決めること。    

③内部摩擦角は、練積み擁壁設置位置で採取した試料の土質調査で求めた値を用いること。 

④この構造図における擁壁背面の積載過重 

は木造２階建て相当の載荷重を想定してい 

るので、これを超える場合は、下図線分ob 

よりも内側に建物の基礎を設けること。 

H 

o 

b 

H 

D13@50（擁壁高2mを超える場合） 

D13@15（擁壁高2mを超える場合） 

コンクリート又は粘土 

裏込め：栗石・砂利・クラッシャーラン 

水抜き穴：内径7.5cm以上 1個所／3㎡ 

孔あき管：内径7.5cm以上 

コンクリート又は粘土(5～10cm程度) 

床堀は斜面部分を緩めないように配慮すること。 

栗石・砂利・クラッシャーラン 
（均しコンの場合は厚さ10cm以上） 

35 

Hｏ 

H 

h 

ｂo 

10 10 

20 
20 

20 

10以上 

20 

1 

N 

α 

Ａ 

a 
b 

（昭和40年6月14日付 建設省告示第1485号） 
コンクリートブロック 

吸出し防止材設置 
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 寸法表(20°≦φ＜30°）                                                    （単位：cm） 

前面勾配 

 

 

N 裏込栗石幅(b) 
根入れ 

深 さ

(Ho) 

0.3 

(75°≧α＞70°) 

0.4 

(70°≧α＞65°) 

0.5 

(65°≧α) 
切 土 盛 土 

各部寸法 
躯体の 

厚さ 

裏コンの

厚さ(a) 

躯体の 

厚さ 

裏コンの

厚さ(a) 

躯体の 

厚さ 

裏コンの

厚さ(a) 

H≦1m 35 0 35 0 35 0 30 60 45 

1m＜H≦1.5m   45 10 35 0 30 60 45 

1.5m＜H≦2m     45 10 30 60 45 

寸法表(30°≦φ＜40°）                                                     （単位：cm） 

前面勾配 

 

 

N 裏込栗石幅(b) 
根入れ 

深 さ

(Ho) 

0.3 

(75°≧α＞70°) 

0.4 

(70°≧α＞65°) 

0.5 

(65°≧α) 
切 土 盛 土 

各部寸法 
躯体の 

厚さ 

裏コンの

厚さ(a) 

躯体の 

厚さ 

裏コンの

厚さ(a) 

躯体の 

厚さ 

裏コンの

厚さ(a) 

H≦1.5m 35 0 35 0 35 0 30 60 45 

1.5m＜H≦2.0m   35 0 35 0 30 60 45 

2.0m＜H≦2.5m   40 5 35 0 30 60 50 

2.5m＜H≦3.0m     35 0 30 60 60 

3.0m＜H≦3.5m     40 5 30 70 70 

寸法表(40°≦φ）                                                            （単位：cm） 

前面勾配 

 

 

N 裏込栗石幅(b) 
根入れ 

深 さ

(Ho) 

0.3 

(75°≧α＞70°) 

0.4 

(70°≧α＞65°) 

0.5 

(65°≧α) 
切 土 盛 土 

各部寸法 
躯体の 

厚さ 

裏コンの

厚さ(a) 

躯体の 

厚さ 

裏コンの

厚さ(a) 

躯体の 

厚さ 

裏コンの

厚さ(a) 

H≦2m 35 0 35 0 35 0 30 60 45 

2.0m＜H≦2.5m 40 5 35 0 35 0 30 60 45 

2.5m＜H≦3.0m   35 0 35 0 30 60 45 

3.0m＜H≦3.5m   35 0 35 0 30 70 70 

3.5m＜H≦4.0m   40 5 35 0 30 80 80 

4.0m＜H≦4.5m   40 5 35 0 30 90 90 

4.5m＜H≦5.0m      35 0 30 100 100 

 

基礎寸法表                                                                  （単位：cm） 

前面勾配 

 

躯体厚(A)  

0.3 0.4 0.5 

基礎幅 

(bo) 

基礎高 

(h) 

基礎幅 

(bo) 

基礎高 

(h) 

基礎幅 

(bo) 

基礎高 

(h) 

35 54 30 53 33 52 36 

40 59 32 58 35 56 38 

45 64 33 62 37 61 41 

55 73 36 71 40 69 45 
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第８章  開発不適区域の除外 

【関係法令】法第33条第１項第8号 政令第23条の2 

開発区域内に以下の開発不適区域を含んではならない。 
（１）建築基準法第39条第1項の災害危険区域 

（２）地すべり等防止法第3条第1項の地すべり防止区域 
（３）急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第3条第1項の急傾斜地崩壊危険区域 

（４）土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第9条第1項の土砂災

害特別警戒区域 
（５）特定都市河川浸水被害対策法第56条第1項の浸水被害防止区域 

法第33条第1項第8号ただし書に規定する「開発区域及びその周辺の状況等により支障がないと認

められるとき」は、開発不適区域における開発を例外的に許容する場合を規定している。 

本規定は、次に掲げる場合に適用することが考えられる。 

 

イ 開発不適区域のうちその指定が解除されることが決定している場合又は開発行為により解除さ

れることが確実と見込まれる場合 

ロ 開発区域の面積に占める開発不適区域の面積の割合が僅少（開発区域の概ね5%）であるととも

に、フェンスを設置すること等により開発不適区域の利用を禁止し、又は制限する場合 

ハ 自己業務用の施設であって、開発許可の申請者以外の利用者が想定されない場合 

ニ 開発不適区域を指定する条例による建築の制限に適合する場合 

ホ イからニまでの場合と同等以上の安全性が確保されると認められる場合 
 

第９章  樹木・表土の保全 

   【関係法令】法第33条第１項第9号 政令第23条の3 

   １ｈａ以上の開発行為については、樹木の保存・表土の保全等に規定することにより、自然

環境の保護を図り、良好な都市環境を確保しなければならない。 

   

第１節  樹木の保存に関する基準 

【関係法令】政令第28条の２第１号 省令第23条の2 

１ｈａ以上の開発行為においては、保存対象樹木（高さ 10m 以上）又は高さ5ｍ以上で、か

つ面積が300㎡以上の樹木集団を保存すること。 

    （１）対象樹林 

①健全な樹木：枯れていないこと。 

                     病気（松食虫、落葉病等）がないこと。 

                     主要な枝が折れていない等樹容が損なわれていないこと。 

      ②樹木の集団：一団の樹林地で、おおむね10㎡当り樹木が１本以上の割合で存する場合を 

目安とする。 

    （２）保存の方法 

       ①保存対象樹木又はその集団をそのまま存置する必要がある。地域内での移植又は植樹は 

不可。 

       ②保存対象樹木又はその集団の存する土地は、少なくとも枝張りの垂直投影面下を含め、 

切土又は盛土を行わないこと。 
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    （３）適用除外 

         やむを得ないと認められる場合は、次のような場合であるが、このような場合にも、必

要以上の樹木の伐採は避けるべきである。 

   ①開発区域全域にわたって保存対象樹木が存する場合 

           公園、緑地等として土地利用計画が定められている土地の部分の樹木は保存措置を講

ずる必要があるが、それ以外の対象樹木については、保存措置を講じなくてもやむを得

ない。 

 

 

               

 

                    （現況）                      （土地利用計画） 

 

 

      ②開発区域の全域ではないが、公園、緑地等の計画面積以上に保存対象樹林が存する場合 

原則的に樹木の濃い土地の部分を公園、緑地等として活用し、保存措置を講ずる。そ

れ以外の対象樹木については、保存措置を講じなくてもやむ得を得ない。 

           なお、土地利用計画上、公園等の位置が著しく不適当となる場合（開発区域の周辺部

で利用上不便な場合等）にも、保存措置を講じなくてもやむを得ない場合がある。 

 

                                                               公園 

                                                              こう得   

                                                             

 

                    （現況）                       （土地利用計画） 

 

                                                                             緑地 

                                                        公園 

 

                    （現況）                       （土地利用計画） 

 

        ③南下り斜面の宅地予定地に保存対象樹木がある一方、他に、公園等として活用できる

保存対象樹木の存する土地がある場合 

           この場合、南下り斜面については、一般的に宅地としての利用が最も望ましい部分で

あり、この部分を公園等として活用しなくてもやむを得ないものと認める。 

 

        ④その他土地利用計画上やむを得ない認められる場合 

 

   第２節  表土の保全に関する基準 

【関係法令】政令第28条の2第2号 

高さ１ｍ以上の切土又は盛土を行う面積が1,000㎡以上の場合は表土の復元、客土、土壌
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改良等の措置を講じること。 

    （１）対象表土 

①植物の生育に良好な有機物を含む表層土壌のこと。 

        ②高さが１ｍ以上の切土又は盛土を行う面積が1,000㎡以上 

          面積は、開発区域内で１ｍ以上の切土又は盛土を行う部分の面積の合計を用いること。 

    （２）保存の方法 

       ①表土の復元： 開発区域内の表土を造成工事中まとめて保存し、粗造成が終了する段階で、

必要な部分に復元することをいう。厚さは20～40cm程度とする。 

       ②客      土：開発区域外の土地の表土を採掘し、その表土を開発区域内の必要な部分に

覆うことをいう。 

       ③土壌の改良：土壌改良剤と肥料を与え、耕起することをいう。 

       ④その他措置：表土の復元、客土等の措置を講じてもなお植物の生育を確保することが困

難である土質の場合には、その他必要な措置を講ずる必要がある。 

    （３）表土を保全する部分 

       ①表土を保全する部分 

          高さが１ｍ以上の切土又は盛土を行う部分であり、植栽の可能性のないところは除外 

          公園、緑地、コモンガーデン、隣棟間空地、緩衝帯（緑地帯）等 

       ②除外される部分 

          道路の舗装部分、建築物の建築予定地、駐車場等 

 

第１０章  緩衝帯に関する基準 

【関係法令】法第33条第1項第10号 政令第23条の4  政令第28条の3  省令第23条の3 
騒音、振動等をもたらすおそれのある用途を予定建築物等とする開発行為においては、開発区

域及びその周辺の地域における環境を保全するため、騒音、振動等による環境の悪化の防止上必

要な緩衝帯を配置すること。 

また、工場立地法の手続きも必要となるため、同法の担当部局とも調整をおこなうこと。 

 
（１）騒音、振動等をもたらすおそれのある予定建築物等 

      「騒音、振動等をもたらすおそれのある予定建築物等」とは、「工場」「第一種特定工作物」 
をいう。 

      また工場、第一種特定工作物以外の予定建築物等にあっても、騒音、振動等をもたらすお

それのあるものも、これに該当する。 
 
（２）技術基準 

①緩衝帯の幅員 

開発行為の規模 幅    員 
 1ha以上  1．5ha未満   ４ｍ以上 
 1．5  ～  5   ５ｍ以上 
 5     ～ 15 １０ｍ以上 
15     ～ 25 １５ｍ以上 
25 ha以上 ２０ｍ以上 
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②緩衝帯の構造 

    ア 緩衝帯は、開発区域の境界の内側に沿って設置するものである。その構造については、

開発行為の段階では騒音源、振動源等を先行的に把握できないため、開発区域内にその

用地を確保していれば足りるものである。 
        しかし、可能な限り緑化等をするものとし、特に、市の土地利用事業の指導、市街化調 

整区域における開発行為であって開発審査会の議を経て許可しようとするものにあって

は、緩衝帯部分を緑化することを原則とする。 
    イ 緩衝帯は公共用地ではなく、工場等の敷地の一部となるので、緩衝帯の境界に縁石、又 

はコンクリート杭等を設置して、その区域を明らかにする必要がある。 
 

③建築等の禁止 

      緩衝帯については、守衛所を除き、建築物、各種設備、駐車場等を設置しないこと。 
 

④緩衝帯の設置条件等の緩和 

   ア 開発区域の周辺に公園、緑地、河川等緩衝効果を有するもの（その他、池、沼、海、植

樹された大規模な街路、法面）が存する場合。 
   イ 将来にわたり緩衝効果を発揮できることが担保されるもの（公物管理法により管理され

るもの等）が存する場合。 
      これらについては、その幅員の２分の１を緩衝帯の幅員に算入することができるものと 

する。 
 
                                                     河 
 
                                                     川                 緩衝帯 
                                  工   場                     開発区域の面積  10ha 
 
                                                   10m   
               10m以上 
 
                           出入口 
 

⑤開発区域内の２以上の用途が混在する場合：用途を分割して緩衝帯を設置 

 
 
 
                    工  場           通路               社       宅 
 
                                                             
                         出入口                            出入口 
 

⑥既存工場Ａに隣接して増設敷地Ｂを増設する場合の取扱い 

    ア 開発区域をＡ＋Ｂとするか、Ｂのみとするかは、工場の一体性の有無により判断する。 
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    イ 開発区域をＡ＋Ｂとする場合は、緩衝帯の幅員に係る開発行為の規模はＡ＋Ｂ 

    ウ 開発区域をＡ＋Ｂとする場合、既存工場敷地内の既設の緩衝帯が基準の幅員に満たない

ときは、既存工場敷地については可能な限り基準の幅員を確保するように努めるものと

するが、弾力的に運用する。
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第１１章  輸送の便に関する基準 

【関係法令】法第33条第1項第11号 政令第24条 
40ha以上の開発行為については、道路、鉄道等による輸送の便等を考慮し、特に必要があると

認められる場合には、当該開発区域内に鉄道施設の用に供する土地を確保するなどの措置を講ず

ること。 
 
第１２章  申請者の資力・信用に関する基準 

【関係法令】法第33条第1項第12号 

申請者に事業計画のとおり当該事業を遂行するための資金的能力があること、及び、過去の事

業実績等から判断して誠実に許可条件等を遵守して当該事業を遂行することができることを確認

し、その事業が中断されることなく、適正に完遂されることを確保するものである。 

   （１）対象開発行為 

①開発の目的が建築物の場合 

Ⅰ非自己用のもの 

Ⅱ自己の居住の用に供するもの※ 

        Ⅲ自己の業務の用に供するもの（1ha以上、※1ha未満） 

※工事内容が盛土規制法の許可を要する規模の場合 

②開発の目的が第一種特定工作物及び第二種特定工作物の場合 

Ⅰ非自己用のもの 

Ⅱ自己の用に供するもの（1ha以上、※1ha未満） 

※工事内容が盛土規制法の許可を要する規模の場合 

 

（２）資力・信用を判断するための許可申請書の添付書類 

       ①資金計画書（省令第15条第4号・第16条第5項） 

       ②法人謄本（個人の場合は住民票）（複写可） 

      ③前年度の法人税又は所得税に係る納税証明書（複写可） 

       ④前年度の財務諸表 

       ⑤資金計画に係る自己資金・借入金に対する預金残高証明書・融資証明書（複写可） 

     ⑥事業経歴書 

     ⑦申請者が次の(1)から(3)に掲げる者でないことの申告書 

(1) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない

者（以下「暴力団員等」という。） 

(2) 法人であって、その役員のうちに暴力団員等に該当する者があるもの 

(3) 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

       ⑧宅地分譲の場合：宅地建物取引業の免許証（許可申請者が一括して宅地建物取引業者に

売却する場合を除く。）（複写可） 
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第１３章  工事施行者の能力 

【関係法令】法第33条第1項第13号 

工事施行者（許可申請者が施行する場合を含む。）は、開発行為に関するすべての工事を完成

させるために必要な能力を有しなければならない。工事中の開発区域の内外の災害の防止、工

事の難易度の高い斜面地や軟弱地盤地での適切な造成の確保、宅地分譲については譲受人の信

頼の保持のためにも、特に工事施行者の能力判定は重要となる。 

（１）対象開発行為 

   ①開発の目的が建築物の場合 

Ⅰ非自己用のもの 

Ⅱ自己の居住の用に供するもの※ 

       Ⅲ自己の業務の用に供するもの（1ha以上、※1ha未満） 

※工事内容が盛土規制法の許可を要する規模の場合 

②開発の目的が第一種特定工作物及び第二種特定工作物の場合 

Ⅰ非自己用のもの 

Ⅱ自己の用に供するもの（1ha以上、※1ha未満） 

※工事内容が盛土規制法の許可を要する規模の場合 

 

（２）工事施行者の能力を判断するための許可申請書の添付書類 

        ①法人謄本（個人の場合は住民票）（複写可） 

       ②建設業許可証明書（当該開発行為に関する工事の請負が可能であること。）（複写可） 

       ③事業経歴書 

       ④前年度の法人税又は所得税に係る納税証明書（複写可） 
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第１４章  権利者の同意 
【関係法令】法第33条第1項第14号 

開発行為の施行又は当該開発行為に関する工事の実施について、当該区域内の土地、建築物、

その他の工作物に権利を有する者について相当数の同意を得ること。 

  

（１）対象となる権利  

①土地の範囲 ：「開発行為をしようとする土地」とは、開発区域内の土地 

                  「開発行為に関する工事をしようとする土地」とは、開発行為に関連して、

開発区域外の幹線道路との接続道路等の工事を開発区域外で行う場合があ

り、当該工事をしようとする土地 

 

②権利の客体：土地及びその土地にある建築物その他の工作物 

 

③権利の主体： 
土  地：所有権・地上権・永小作権・地役権・留置権・先取特権・質権・

抵当権・賃借権・仮登記担保権・買戻権等を有する者のほか、保全処分の

対象となっている土地については保全処分をした者 
                   工作物：所有権・留置権・先取特権・質権・抵当権・賃借権・仮登記担保

権・買戻権等を有する者のほか、土地改良施設がある場合はその

管理者 

 

（２）相当数の同意の意義 

      ①権利を有するすべての者の３分の２以上の同意を得られていること。 

     ②所有権を有するすべての者及び借地権を有するすべての者のそれぞれの３分の２以上の同

意を得ていること。 

      ③同意した者が所有する土地の地積と同意した者が有する借地権の目的となっている土地の

地積の合計が、土地の総地積と借地権の目的となっている土地の総地積との合計の３分の

２以上である場合を指すものである。 
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第１５章 景観への配慮 

【関係法令】法第33条第5項 政令第29条の4 

景観法第7条第1項の景観行政団体が、良好な景観の形成を図るため必要と認める場合、同法

第8条第2項第1号の景観計画区域内において、同条第1項の景観計画に定められた開発行為に

ついての制限内容を、条例で、開発許可の基準として定めることができることとしている。 

 

景観法、浜松市景観条例、景観計画との関係について 

【関係法令】景観法第8条、景観法第16条1項3号、浜松市景観条例第11条1項3号 

浜松市においては、平成20年11月に景観法第8条の規定に基づく「浜松市景観計画」が策定

され、市全域を良好な景観づくりを推進する景観計画の区域としている。また、平成20年12月

11日に「浜松市景観条例」が公布され、平成21年4月1日に施行され、一定規模以上の開発行

為については、届出を要する行為とされており、景観形成基準に適応したものであることが求め

られる。 

 

①届出の対象開発行為 

届出の対象行為は、具体的には開発区域が 

ア 都市計画区域内における3,000㎡以上のもの 

イ 都市計画区域外における10,000㎡以上のもの 

ウ 都市計画区域内外にまたがる場合10,000㎡以上のもの、若しくは都市計画区域内 に

おける部分が3,000㎡以上のものであり、これらの該当行為については開発行為の申

請を以って、届出とする。 

 

②景観形成基準 

ア 現況の地形を可能な限り生かし、長大な法面や擁壁が生じないように配慮すること。  

やむを得ない場合は、法面は、植栽などにより緑化し、擁壁は周辺景観に調和した形

態及び素材とすること。 

 

イ 配置や外溝等の設計においては、次に示す建築物・工作物の新築等の基準を参考に計 

画すること。 

 

 

【参考】建築物・工作物に関する事項 

ア 届出対象行為 

<建築物・工作物の新築など> 

Ⅰ 高さ※15メートルを超え又は同一敷地における建築物の建築面積の合計が1,000平

方メートルを超える建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更すること

となる修繕若しくは模様替え又は色彩の変更。ただし、当該建築物と一体となる工

作物を含む。 

（※「高さ」とは、建築基準法施行令の規定による。ただし、当該建築物が周囲の地面と接する位

置の高低差が３メートルを超える場合においては、その高低差３メートル以内ごとの平均の高さ

における水平面のうち最も低い水平面からの高さ） 

Ⅱ 高さ※15メートルを超える工作物の新設、増築、改築若しくは移転、外観を変更す
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ることとなる修繕若しくは模様替え又は色彩の変更 

   （※「高さ」とは、当該工作物が接する周囲の地面等のうち最も低い地面等からの高さ） 

 

イ 届出対象行為に係る景観形成基準 

<建築物・工作物の新築> 

項目 
景観形成基準 

項目 細 目 

配 

 

置 

眺 望 
・主要な眺望点からの眺望への見通しを阻害しないように、

見通し線を確認し、これを避ける配置とする。 

基 調 
・周辺の地形やまち並みなど周辺景観の基調を確認し、これ

から突出した印象とならないような配置とする。 

壁面後退 
・道路等公共施設に面する壁面などは後退し、修景や公開空

地的な空間、植栽のための空間を確保する。 

建 

築 

物 

等 

の 

外 

観 

形 態 

・地形やまち並みなど周辺景観の基調を確認し、これと調和

する屋根形状とする。 

・地形やまち並みなどから突出した印象とならないような形

態とする。 

デザイン 

・周辺景観の基調を確認し、これと調和する壁面デザインと

する。 

・単調な大壁面とならないようにする。 

色 彩 

・周辺景観の基調色に近い色相や明度とし、彩度は抑える。 

・外観の各面の見付面積※の４/５は基調色として、下表の色

彩 の使用を制限する。 

・色数は全体で５色以内となるように努め、木・土・コンク    

リート・ガラスなどは、その配色が著しく目立った印象と

ならないようにする。 

 （※「見付面積」とは、正面から見える鉛直投影面積） 

 

＜色彩の使用制限範囲＞ 

 Ｈ：色相 Ｖ：明度 Ｃ：彩度  

 ＹＲ  ５.０以上  

 Ｙ  ４.０以上  

 ＧＹ、Ｇ、ＢＧ、Ｂ、 

ＰＢ、Ｐ、ＲＰ 

２.０未満 
３.０以上 

 

 Ｒ  ４.０以上  

 Ｎ：無彩色の明度  －  

（ ここで示す色彩基準は、「三属性による色の表示方法」

(JIS Z 8721)による。 ） 

付 

帯 

設 

備 

屋上に設置する

設備 

外壁に取付ける

設備 

・屋上に設ける設備は、外部から見えにくい場所に設置する、  

又は目隠しなどにより見えないようにする。 

・外壁に取付ける設備機器や配管は、建築物と一体的な外観

とする、又は目隠しなどにより見えないようにする。 
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屋外階段 

立体駐車施設 

など 

・屋外階段、立体駐車施設などは、建築物と一体的な外観と

する。 

物干し場、物干し

設備 

・物干し場・物干し設備は、干し物が外部から見えにくい場

所に設置する。 

建 

築 

物 

等 

の 

外 

構 

駐車場・付属施設 

・駐車場・駐輪場、電気室・機械室、ごみ置き場などは、道

路等から見えにくい場所に配置する。 

又は緑化や修景などにより目隠しをする。 

外柵や塀、 

門柱・門扉 

・道路等に面する外柵などの施設は、建物本体や周辺のまち

並みと調和し、圧迫感のないものとする。 

・公開空地的な空間への出入りを妨げず、透過性のあるものと

する。 

道路に面した 

空地 

・道路等に面した壁面後退部分の空地は、歩道や広場として

開放する、あるいは、緑化等により修景する。 

・道路等に面した壁面後退部分の空地は、圧迫感を軽減する

ために植栽により修景する。 

植 栽 

・既存樹木は保全する。 

・周辺植生に合わせる。 

・敷地内に緑化や花による修景をする。 

浜松市景観計画より抜粋 
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＜参考＞CB・見切工標準図 

普通ｺﾝｸﾘｰﾄ　21-12-20(25)-N

裏込め栗石（又砂利）　厚20㎝以上

水抜きﾊﾟｲﾌﾟ内径75㎜　1ヶ所／3㎡以上

異形鉄筋    SD295

仕    様

ｺﾝｸﾘｰﾄのかぶり厚は主筋から確保

不浸透層はｺﾝｸﾘｰﾄ又粘土厚５㎝以上

幅とめ筋のﾋﾟｯﾁは1,000mm以下

基礎砕石（RC）　　　　

ＣＢ・見切工
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L型擁壁、CB・見切工は、道路面・宅盤面から擁壁工の天端までの高さをH=10cm以上設定すること。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

浜松市開発許可指導基準 
 

平 成 元 年 7 月 1 日 施 行 
 

平 成 1 7 年 7 月 1 日 改 訂 
平 成 2 0 年 4 月 1 日 改 訂 
平 成 2 1 年 4 月 1 日 改 訂 
平 成 2 3 年 7 月 1 日 改 訂 
平 成 2 4 年 1 0 月 1 日 改 訂 
平 成 2 6 年 4 月 1 日 改 訂 
平 成 3 0 年 4 月 1 日 改 訂 
令 和 5 年 1 0 月 1 日 改 訂

令 和 5 年 1 0 月 1 日 改 訂 
令 和 7 年 5 月 2 6 日 改 訂 
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